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1.1 目的 

本手引きは、浸水被害を緊急かつ効果的に軽減するため、住民の自助を導くためのソフト対

策として「内水ハザードマップ」の作成及び公表を促進し、内水による浸水被害の最小化を図

ることを目的とし、その作成及び公表に関し基本事項等を定めたものである。 

 

【解 説】 

近年では市街化の進展や集中豪雨の増加に伴い、下水道の雨水排水能力を上回る雨水流出が頻

繁に生じている。また、都市部への資産集中や地下空間利用の進展等都市機能の高度化が進むこ

とにより、浸水に対する被害ポテンシャルは増大している。 

このような状況を緩和するには、将来にわたってハード対策を着実に推進し、起こりうる内水

による浸水を未然に防止するとともに、緊急的にソフト対策として下記事項を促進し、内水によ

る浸水被害の最小化を図る必要がある。 

○内水による浸水情報と避難方法等に係る情報を、住民にわかりやすく事前に提供する 

○平常時からの防災意識の向上と自発的な避難の心構えを養う 

○住民・行政間の内水による浸水に関する情報の共有を促す 

○自分の命や財産は自分で守るという「自助」や協力して互いの命や財産を守るという「共助」

を促進する 

これらを推進するためには、内水ハザードマップは、極めて有効な方策である。このため、内

水ハザードマップの作成にあたっては、住民の立場に立ち、住民が円滑かつ迅速な避難行動等を

とるために必要な情報を選択し、わかりやすく記載するよう心がける必要がある。 

なお、本手引きについては、適宜見直しを行っていく。 
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1.2 定義 

本手引きにおいて「内水ハザードマップ」とは、内水による浸水に関する情報及び避難に関

する情報等を住民にわかりやすく提供することにより、内水による浸水被害の最小化を目的と

して作成され、避難・誘導等のガイドや内水による浸水に関する情報の共有ツールとしての機

能のほか、住民の自助を促す機能等を有するものをいう。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、地域の既往最大級の降雨や他地域での大規模な降雨等の下水道の雨水

排水能力を上回る降雨が生じた際に、下水道及びその他排水施設の能力不足や河川の水位上昇に

伴い当該雨水を排水できない場合に、浸水の発生が想定される区域や実際に浸水が発生した区域

の浸水に関する情報、避難場所、洪水予報・避難情報の伝達方法等の避難に関する情報を記載し

たものであり、このような避難・誘導等のガイドとしての機能や住民・行政間の内水による浸水

に関する情報共有ツールとしての機能のほか、地下室への止水板・土のうの設置等、住民の自助

を促す機能、適正な土地利用を促す機能等を有する。 

一方、洪水ハザードマップは、人命及び経済活動等に甚大な影響を及ぼす河川氾濫、主に堤防

の決壊、河川からあふれた水で発生した氾濫による浸水発生時の円滑な避難行動や平常時からの

防災意識の向上に活用されるものである。  

 
 

1.3 適用範囲 

本手引きは、内水による浸水被害が発生するおそれのある排水区域において、内水ハザード

マップを作成及び見直しする場合に適用する。 

 

【解 説】 

本手引きは、内水による浸水被害が発生するおそれのある排水区域において、内水ハザードマ

ップを作成及び見直しする際に適用する。また、公共下水道（雨水）が未整備で排水区域がない

市町村において、内水による浸水被害を受ける可能性がある場合にも適用する。 
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1.4 対象とする浸水 

本手引きで対象とする浸水は、排水区域内において一時的に大量の降雨が生じた場合に、下

水道及びその他の排水施設並びに河川その他の公共の水域に雨水を排水できないことにより発

生する浸水とする。 

なお、洪水ハザードマップは、河川の堤防の決壊や河川からあふれた水に起因する浸水を対

象としており、内水ハザードマップで対象とする浸水とは発生原因が異なるものであるが、こ

れらの浸水は一連の降雨において時間の経過とともに発生する場合もあり、その関連性につい

て住民に十分理解されるよう留意する必要がある。 

 

【解 説】 

降雨によって発生する浸水シナリオとしては、表１-１に示すとおり、主として 5つが考えられ

る。実際の浸水現象は、時間の経過とともに②から④、③から⑤に移っていく場合もある。 

本手引きで取り扱う内水による浸水被害とは、一時的に大量の降雨が生じた場合において下水

道及びその他の排水施設若しくは河川その他の公共の水域に雨水を排水できないことにより発生

する浸水被害であり、洪水ハザードマップが対象とする浸水シナリオ④のような河川の堤防の決

壊、河川からあふれた水による氾濫を伴うものや、「津波」や「高潮」によるものは含まれないも

のとする。 

洪水ハザードマップと連携する場合には、時間の経過に伴いシナリオ③からシナリオ⑤に至る

浸水の発生に活用できる。特にシナリオ③においては、河川の水位上昇による水門の閉鎖や排水

ポンプ場の運転調整の措置が取られた場合、内水の水位が急激に上昇することに留意が必要であ

る。 

例えば、洪水ハザードマップが公表又は今後作成される予定の市町村では、内水ハザードマッ

プが対象とする浸水シナリオの範囲は、河川の堤防の決壊や河川から溢れた水による氾濫が発生

あるいはその発生が予想される時点までとなり、それ以降は洪水ハザードマップ（内水ハザード

マップとの連携を含む）が住民の避難行動に活用されることなど、洪水ハザードマップとの関連

性を平常時から住民に十分理解されるよう留意する必要がある。 
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表１－１ 降雨の状況及び外水位の影響に基づく浸水シナリオ 

降雨の状況 浸水

シナ

リオ 

対象ハ

ザード

マップ 
河川中 
上流 

下水道 
排水区域

外水位

の影響

① 小雨 大雨 無 

② ＜大雨 小雨 有 

③ 

内水 

＜大雨 大雨 有 

④ 大雨 小雨 有 

⑤ 

洪水 

(内水) 大雨 大雨 有 

大雨：下水道及び河川の雨水排水能力を上回る降雨 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道の雨水排水能力以下の降雨であ

るが、河川へ放流できないことによる浸水

下水道の雨水排水能力を上回る降雨による

浸水と、河川へ放流できないことによる浸水

〔シナリオ②：内水ハザードマップの対象〕

〔シナリオ④：洪水ハザードマップの対象〕 〔シナリオ⑤：洪水ハザードマップとの連携

の対象〕 

堤防の決壊、

河川からあふ

れた水による

氾濫 

堤防の決壊、

河川からあふ

れた水による

氾濫

下水道の雨水排水能力以下の降雨であるが、

堤防の決壊や河川からあふれた水による浸水
下水道の雨水排水能力を上回る降雨による浸水

と、堤防の決壊や河川からあふれた水による浸水

河川には余裕 

〔シナリオ①：内水ハザードマップの対象〕

下水道の雨水排水能力を上回る降雨による浸水

〔シナリオ③：内水ハザードマップの対象〕

下水道の雨水排水能力を

上回る降雨による浸水 

下水管には余裕 
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1.5 内水ハザードマップの必要性 

内水による浸水は、河川の堤防の決壊や河川からあふれた水による浸水よりも発生頻度が高

く、市民生活・企業活動にも密接な係わりを持っており、社会経済的な影響も大きい。そこで、

緊急かつ効率的に浸水被害を軽減するためには、住民の視点からのわかりやすい情報提供によ

り、住民の自助を促進することで被害の最小化を図ることが重要であり、効果的に自助を導く

ためのソフト対策として「内水ハザードマップ」の作成・公表及び活用により、平常時から住

民・行政間の内水による浸水に関する情報を共有し、住民自身の自助意識・防災意識の向上を

図ることが必要となる。 

 

【解 説】 

内水による浸水は、洪水ハザードマップが対象とする河川の堤防の決壊や河川からあふれた水

による浸水よりも発生頻度が高く、市民生活・企業活動にも密接な係わりを持っており、住民の

関心は高い。また、図１－１に示すとおり、近年では、河川の堤防の決壊や河川からあふれた水

による浸水被害と同様、内水による被害も非常に大きな割合を占めることから、社会経済的な影

響も大きい。 

時間と財政的制約の中で、緊急かつ効率的に浸水被害を軽減するためには、行政による浸水対

策、いわゆる公助としてハード対策の強化を着実に進める一方で、「ソフト・自助の促進による被

害の最小化」を図ることが重要であり、住民自らの災害対応、いわゆる自助を促進することによ

り、被害の最小化を図ることが必要である。 

そこで、効果的な自助を導くためのソフト対策として、「内水ハザードマップ」による住民の視

点からのわかりやすい情報発信を行うことにより、内水による浸水に関する情報及び避難に関す

る情報等を積極的に住民に提供し、平常時から住民・行政間で内水による浸水に関する情報を共

有し、住民自身の自助意識・防災意識の向上を図ることが必要となる。 
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【被害額】
＜全国＞

【浸水棟数】
＜全国＞

【浸水面積】
＜全国＞

外水等の

内水以外による

浸水面積

35％
約 11万ha

内水による

浸水面積

65％

約 20万ha

外水等の

内水以外による

浸水棟数

38％
約 24万棟

内水による

浸水棟数

62％

約 39万棟

外水等の

内水以外による

被害額

44％

約 1 .9兆円

内水による

被害額

56％

約 2 .4兆円

【被害額】
＜東京都＞

外水等の

内水以外による

被害額

13％

約 250億円

内水による

被害額

87％
約 1 ,840億円

 

図１－１ 全国の内水による浸水被害の割合 

（出典：水害統計（平成 9～18 年の 10 年間の合計）より） 

 

 

 

1.6 検討手順 

内水ハザードマップは、原則として以下の手順を経て作成・公表等を行う。 

（１）内水ハザードマップ作成の基本方針の検討 

（２）内水浸水想定区域図の作成 

（３）内水ハザードマップの作成 

（４）内水ハザードマップの公表・活用 

（５）内水ハザードマップの見直し 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、原則として以下の手順を経て作成・公表を行うとともに、その活用を

図る。また、必要に応じて、適宜、内水ハザードマップの見直しを行う（図１－２参照）。 
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（１） 内水ハザードマップ作成の基本方針の検討（第２章） 

他のハザードマップとの連携、内水浸水想定手法、段階的な内容充実（地域の状況変化に伴う

更新を含む）等について検討し、内水ハザードマップを早急かつ効率的・効果的に作成・公表等

を行うための基本方針を定めるとともに、これに基づき、内水ハザードマップ作成の基本諸元と

なる対象降雨、放流先河川等の水位、対象区域を設定する。 

なお、基本方針の検討に先立ち、浸水実績、降雨観測データ、地形、地盤高等の基礎調査を行

い、排水区域の特徴（浸水の危険性）を分析・把握する。 

 

（２） 内水浸水想定区域図の作成（第３章） 

内水ハザードマップ作成の基本方針に基づき具体的な内水浸水想定手法を選定して浸水想定を

行うとともに、浸水深のランク分け等を行い、内水浸水想定区域図を作成する。 

 

（３） 内水ハザードマップの作成（第４章） 

内水浸水想定区域図に避難に関する情報等を付加し、内水ハザードマップを作成する。 

 

（４） 内水ハザードマップの公表・活用（第５章） 

内水ハザードマップが有効に活用されるよう、公表の方法等を十分に工夫する。 

 

（５） 内水ハザードマップの見直し（第６章） 

内水浸水想定区域やその他記載内容を更新するなど、内水ハザードマップを適切に見直す。 
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地域特性、浸水状況等を踏まえて内水浸水想定手法を選定※1

浸水シミュレーションによる手法

内水ハザードマップの作成※2

地形情報を活用した手法

内水ハザードマップの見直し

内水ハザードマップの公表・活用

浸水実績を活用した手法

内水ハザードマップ作成の基本方針の検討

○基礎調査
○排水区域の特徴分析
○基本方針の検討
・他のハザードマップとの連携の検討
・浸水想定手法の検討
・内水ハザードマップの作成・公表・活用方針の検討
・段階的な充実方針の検討
・作成・公表・活用における関連部局との連携の検討

○基本諸元の設定
・対象降雨の設定
・放流先河川等の水位設定
・対象区域の設定

【適用する場合の例】
浸水シミュレーションを行うためのデータが不
十分だが、内水浸水に対して注意喚起が必要

で、以下のような場合に適用。

雨水排水施設の整備率が低く、当面、施設
整備の予定がない。

過去に内水被害がほとんど生じていない。

地域特性等を踏まえて、解析プロセスを適切

に組み合わせて浸水シミュレーションを行う。
【組み合わせ例】
＜解析プロセスの組み合わせ＞
①流出解析＋管渠内解析＋地表面氾濫解析
②流出解析＋地表面氾濫解析
③流出解析＋管渠内解析

浸水シミュレーションに必要なデータが不十分で地形情報や浸水実績を活用した手法を採用した
場合には、データの充実を図り、見直し時には浸水シミュレーションによる浸水想定を検討していく
必要がある。

【適用する場合の例】
浸水シミュレーションを行うためのデータが不
十分だが、内水浸水に対して注意喚起が必要

で、以下のような場合に適用。

浸水実績のデータが十分にある、又は、浸水
実績が特定の地区に集中しており、それらの
浸水実績で、対象区域で想定される浸水が
概ね網羅できると判断される。

内水による浸水実績の大部分が洪水による
浸水想定区域に含まれ、かつ、洪水ハザード
マップと重ね合わせて表示する。

内水浸水想定区域図の作成

内水浸水想定

洪

水

ハ

ザ

ー

ド

マ

ッ

プ

と

の

連

携

(
*

主

な

具

体

例

)

※1：　同一市町村内においても住民に対して説得力のある内容となるよう、各地区毎の地域特性等に応じて適切な手法を選定する必要がある。なお、ハザ
ードマップの対象区域を限定して公表する場合には、データの充実等を図り、残りの対象区域全体についても早急に公表する必要がある。

※2：　洪水ハザードマップを既に作成している場合は、洪水ハザードマップと内水ハザードマップの違いを踏まえた住民に分かりやすい情報となるように留
意する必要がある。

浸水実績、地形情報等の共有

洪水ハザードマップの対象降雨と同一の降雨または同規模の降雨の活用

洪水ハザードマップ作成時の地表面氾濫解析モデルの活用
内水浸水想定時の放流先河川の水位設定への洪水シミュレーションの活用

避難に関する情報、気象情報入手先、防災学習情報等の共有
内水から洪水に至るまでの時系列な浸水情報の表示

内水浸水を考慮した避難訓練
洪水浸水を考慮した内水浸水への対応情報の提供

関係部局と連携し他のハザードマップとの一体的な見直し、公表

 

 

図１－２ 検討手順 
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1.7 用語の定義 

本手引きで用いる用語をそれぞれ以下のように定義する。 

内水 

排水区域内において一時的に大量の降雨が生じた場合に、下水道及びその他の排水施設並

びに河川その他の公共の水域に雨水を排水できないことにより地表面に溜まった水 

 

内水浸水想定区域図 

内水による浸水が想定される区域を示す図 

 

排水区域 

下水道法第 2 条第 7 号に規定する排水区域のうち、公共下水道により雨水を排除すること

ができる区域 

 

排水区 

排水区域を排水系統別に分割した区域 

 

洪水ハザードマップ 

水防法第 15 条第 4項に基づき作成され、洪水時の堤防の決壊等による浸水情報と避難方法

等に係る情報を住民にわかりやすく示したもの。 

 

自助 

住民もしくは施設管理者等が自身の責任において浸水被害を軽減するために行う活動で、

止水板や土のうの設置、避難活動等をいう。 

 

共助 

地域内の住民や施設管理者が協力し合うことによって浸水被害の軽減を図る活動で、避難

時の近所への呼びかけ、集団での避難活動のほか、平常時からの情報伝達訓練、側溝等の清

掃活動等をいう。 

 

浸水シミュレーション 

対象排水区に降雨があった場合に、その排水区の特性を反映した流出・氾濫現象を解析す

ること。 

避難 

建築物内での上層階への移動や避難場所への移動など、浸水を避けて安全な場所へ立ち退

くこと。 
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2.1 基礎調査 

2.2 排水区域の特徴分析 

2.3 基本方針の検討 

2.3.1 他のハザードマップとの連携の検討 

2.3.2 浸水想定手法の検討 

2.3.3 内水ハザードマップの作成・公表・活用方針の検討 

2.3.4 段階的な充実方針の検討 

2.3.5 作成・公表・活用における関連部局との連携の検討 

2.4 基本諸元の設定 

2.4.1 対象降雨の設定 

2.4.2 放流先河川等の水位設定 

2.4.3 対象区域の設定 
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2.1 基礎調査 

排水区域の特徴を分析するため、次の項目について調査を行う。 

（１） 浸水実績及び降雨観測データ 

（２） 地形、地盤高 

（３） 土地利用状況 

（４） 下水道等の排水施設 

（５） 下水道施設以外も含めた貯留・浸透施設 

（６） 放流先の状況 

（７） 他のハザードマップの状況 

（８） その他 

 

【解 説】 

基礎調査を実施する際には、以下の点について留意することが望ましい（表２－１参照）。 

 

（１）浸水実績及び降雨観測データ 

排水区域の特徴分析や内水浸水想定に利用するデータとして、浸水実績及び降雨観測データ

を収集・整理する。 

浸水区域や浸水深（又は床上浸水・床下浸水の区別）及びその時間的変化を含めた浸水実績

や、当該浸水時における下水道管きょ等排水施設内の水深及び流速等のデータを、可能な限り

収集することが望ましい。なお、浸水実績は、土地利用形態、下水道等排水施設の整備状況等

の条件に左右されることから、現況とほぼ同等の条件下における浸水実績及び浸水発生時の降

雨データを収集することが望ましい。ただし、これ以外でも、過去まれにみる大規模な降雨に

よる浸水実績など、現状でも浸水区域の想定が大きく外れないと考えられる浸水実績は、デー

タを収集するのが望ましい。 

また、内水浸水想定に利用するデータに欠損や欠測等があった場合は、対象区域近傍のデー

タや一般的な諸元による補完の他、必要に応じて現地観測を検討することが望ましい。 

洪水ハザードマップが作成済み、又は作成中の場合は、浸水実績データを収集・整理してい

る可能性があるので、それを活用することによって効率化が図れる。ただし、洪水による浸水

実績が含まれていることがあるので、利用に当たっては注意が必要である。 

 

（２）地形、地盤高 

浸水の危険性に関する地域特性（地表面の傾斜、低地部の有無等）の把握や内水浸水想定に

必要な地盤高データを、地形図、下水道マンホール部の地盤高、数値地図（国土地理院）等か

ら整理する。 
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その他のハザードマップが作成済み、又は作成中の場合は、地盤高データを収集・整理・保

管している場合があるので、それを活用することによって効率化が図れる。特に洪水の浸水想

定区域図や洪水ハザードマップを作成済みの場合は、「浸水想定区域図データ電子化ガイドライ

ン、平成 18 年 9 月、国土交通省河川局」にしたがって地盤高が電子データ化されているので、

これを用いることは有効である。 

なお、隣り合う排水区域や市町村との間であふれた水の移動の可能性、局所的窪地が存在す

る可能性がある場合は、必要に応じて現地調査や測量を行う。 

 

（３）土地利用状況 

住宅地図、用途地域図、衛星画像等のリモートセンシングデータ、現地調査等により、浸透

域の割合、建物の占有率、盛土構造物の有無等、現況の土地利用状況を把握する。 

洪水の浸水想定区域図が作成されている場合は、土地利用状況が整理されているので、この

資料を活用することで効率化が図れる。 

 

（４）下水道等の排水施設 

管きょの各種諸元、流下方向、集水区域等現況の排水系統及び排水ポンプ場について、下水

道等の施設台帳、現地調査等により調査する。 

 

（５）下水道施設以外も含めた貯留・浸透施設 

浸透ます、保全調整池等雨水貯留浸透施設の有無を確認する。必要に応じて、現地確認及び

ヒアリングを行う。 

 

（６）放流先の状況 

放流先河川の整備状況、過去の浸水時の水位ハイドログラフと降雨データ等を把握する。 

洪水の浸水想定区域図が作成済み、又は作成中の場合は、放流先河川の水位ハイドログラフ

等のデータが整理されている場合があるので、活用して効率化が図れる。 

 

（７）他のハザードマップの状況 

他のハザードマップとの連携の可能性を検討するために、他のハザードマップの担当部局や

作成・公表スケジュール（既公表の有無を含む）、関連資料の収集状況、検討の進捗状況等を把

握する。既にハザードマップが作成又は公表されている場合は、そのハザードマップおよび作

成に用いた資料を収集する。 

他の自治体のハザードマップの事例や他のハザードマップと内水ハザードマップの連携の事

例を効率的に収集するために、国土交通省ハザードマップポータルサイト（http://www1.gsi. 

go.jp/geowww/disapotal/index.html）の活用も有効である。 
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（８）その他 

必要に応じて、地下街、地下鉄駅、地下室の位置、入口の高さや避難時危険箇所（アンダー

パス、土砂災害危険箇所等）等を把握する。 

浸水危険箇所、浸水実績や避難経路については、地域住民がよく把握している場合もあるの

で、地域住民等（自治会関係者等）から情報収集することも有効である。 

他のハザードマップが作成済みの場合は、避難時危険箇所等の情報が整理されているので、

活用して効率化が図れる。 
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表２－１  基礎調査における調査項目と収集資料一覧 

調査項目 調査内容 収集資料 

排水区域における排水実績を把握する。 

●浸水時の諸条件（排水ポンプ場等の操作実績、放流先

水位の状況等） 

●浸水の原因（外水、内水、他自治体からの浸水移動な

ど） 

●浸水被害の状況（浸水区域、浸水深・氾濫流速、床上・

床下戸数、要避難人口、被害額、浸水頻度、その他）

●水防活動状況（土のう積み等の実施状況） 

排水ポンプ場・水門等の操作記録 

放流先等の水位記録 

浸水区域・浸水深・氾濫流速等の記

録 

既往の災害記録 

被災時の施設整備状況 

各種計画など 

水防活動実施報告書 

(1) 浸水実績及び

降雨観測デー

タ 

浸水実績を有する降雨の実態を把握する。 

●時間的・空間的分布状況 

観測所ごとの雨量資料 

(10 分雨量等の時系列データ) 

(2) 地形・地盤高 雨水流出の特性（浸水特性）を把握する。 

●排水区域の全体的な地形の状況 

●局所的なくぼ地の有無 

●隣接自治体との高さ関係 

●浸水域を分断する盛土構造等の有無 

都市計画図（1/2,500 等） 

国土基本図（国土地理院） 

道路台帳 

数値地図（メッシュ標高）など 

下水道マンホール部の地盤高 

(3) 土地利用状況 土地利用状況を把握する。 

●土地利用状況（浸透域の割合、建物の占用率等） 

住宅地図 

用途地域図 

衛星画像等 

(4) 下水道等の排

水施設 

現況の排水施設及び排水ポンプ場の状況を把握する。 

●管路施設整備状況（管径、管底高、延長、勾配、マン

ホール位置等） 

●排水ポンプ場等設備状況(排水能力、施設諸元、運転

ルール等) 

下水道管理台帳 

排水ポンプ場・水門等の管理台帳 

排水ポンプ場・水門等の操作規則 

(5) 下水道施設以

外も含めた貯

留・浸透施設 

貯留・浸透施設整備状況（貯留・浸透能力、施設諸元等） 貯留・浸透施設台帳など 

(6) 放流先の状況 放流先の河川等の状況を把握する。 

●河川整備状況（現況河道の平面・縦断・横断・計画諸

元等） 

●放流先の状況（放流先水位、吐口周辺の構造等） 

河道図面（平面・縦横断図） 

堤防等構造図 

河川設備計画書 

(7)他のハザード

マップの状況 

他のハザードマップの作成状況を把握し、作成に用いる

（用いた）資料を把握する。 

●担当部局 

●作成・公表状況（関連資料収集状況、検討進捗状況な

ど） 

ハザードマップ作成に用いる（用い

た）資料 

洪水・高潮・津波・土砂災害・火山・

地震のハザードマップ（避難地図、

防災地図） 

（国土交通省ハザードマップポー

タルサイトを参照） 

(8) その他 地下街等の状況を把握する。 

●地下街、地下鉄駅等に関する情報（位置、規模、流入

口（出入り口等）の構造、地下空間施設管理者、情報

伝達体制等） 

●避難時危険箇所（アンダーパス、土砂災害危険区域等）

●地域住民からの情報 

●浸水実績、浸水危険箇所 

●避難経路 

消防計画書 

施設管理会社資料(施工図面等) 

地域防災計画書 

水防計画書など 

 



 

 

 

第２章 内水ハザードマップ作成の基本方針の検討 

16 

2.2 排水区域の特徴分析 

基礎調査結果に基づいて、過去の浸水被害における、地形、土地利用、既存施設の排水能力、

放流先の能力の関係を総合的に分析し、排水区域の特徴を把握する。 

 

【解 説】 

地形、土地利用、既存施設の排水能力、放流先の能力の関係については、過去の浸水被害の発

生を以下の観点から総合的に分析し、排水区域の特徴を把握することが必要である。 

 

（１）地形的要因 

地表勾配、低地部の有無に注目し、地形的要因によるものかを検討する。 

 

（２）土地利用の変化 

過去と現在の土地利用状況を比較し、急激な土地利用の変化によるものかを検討する。 

 

（３）既存施設の排水能力 

下水道における管きょ、排水ポンプ場等の既存施設の排水能力を把握し、排水能力不足による

ものかを検討する。 

 

（４）放流先の状況 

放流先河川の流下能力や、浸水発生時の放流先水位の背水の影響、又は排水ポンプ場の運転調

整に起因するものかを検討する。 

 

2.3 基本方針の検討 

内水による浸水情報や避難に係る情報等を早急かつ効率的・効果的に住民に提供する観点か

ら、他のハザードマップとの連携、内水浸水想定手法の選定等について留意し、内水ハザード

マップの作成に関する方向性を示した基本方針を検討する。 

 

【解 説】 

内水による浸水は、近年、洪水に比べて発生頻度が高くまた被害額も大きい。このため、内水

による浸水情報や避難に係る情報等を早急かつ効率的・効果的に住民に提供することが重要であ

る。 

しかし、排水区域全体を対象に浸水シミュレーションを行って内水浸水想定区域図を作成し、

更に内水ハザードマップを作成する場合は、データの整備状況等にもよるが、数年程度の検討期
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間が必要となる。 

このため、以下に示す事項に留意して内水ハザードマップ作成に関する方向性を明らかにし、

内水ハザードマップの作成・公表等を早急かつ効率的・効果的に実施するための基本方針を検討

する。 

 

（１）他のハザードマップとの連携の検討 

収集データ（基礎資料）、浸水シミュレーションモデル、避難に関する情報、災害時に活用する

情報、災害に関する学習情報などは、ハザードマップの種類によってある程度共通性がある。こ

のため、内水ハザードマップの作成・公表等を早急かつ効率的・効果的に実施するためには、内

水に関する排水区域の特徴を踏まえた上で、これら情報の活用や他のハザードマップとの連携の

あり方について基本方針を検討する。 

 

（２）浸水想定手法の検討 

内水ハザードマップ作成・公表の緊急性や地域特性等を踏まえて、内水浸水想定区域を設定す

るための手法の選定に関する基本方針を検討する。 

 

（３）内水ハザードマップの作成・公表・活用方針の検討 

内水による浸水情報や避難に関する情報を住民に的確に提供する等、内水ハザードマップが有

する機能を効果的に発揮させるために、内水ハザードマップの体裁や記載項目、公表・活用に関

する基本方針を検討する。 

 

（４）段階的な充実方針の検討 

ハード対策の進捗状況、都市化の進展状況等、地域実情に応じた内水ハザードマップの見直し

や、対象区域の拡大、浸水想定の精度向上など、内水ハザードマップの内容を段階的に充実等し

ていく方針について検討する。 

 

（５）作成・公表・活用における関連部局との連携の検討 

ハザードマップは浸水被害の軽減を主目的とし、防災に関する情報・計画を盛り込む必要があ

ることから、防災部局との連携は重要である。また、河川水位等の設定や他のハザードマップと

の連携を図る上で、これら関連部局との連携も重要である。このため、内水ハザードマップ作成

等に関して、これらの関連部局との連携について検討する。 
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2.3.1 他のハザードマップとの連携の検討 

住民に、早く、わかりやすくハザードマップを提供するために、他のハザードマップと内水

ハザードマップとの連携についての基本方針を検討する。 

 

【解 説】 

洪水や津波ハザードマップ等、他のハザードマップが既に有る場合やこれから作成する予定が

ある場合は、作成時に使用する基礎資料の有効利用、浸水シミュレーションモデルの有効利用、

ハザードマップそのものの有効利用（記載情報の活用、既存ハザードマップの追加資料として内

水浸水想定区域図のみを作成・公表）もしくは作成そのものの連携（例えば一枚に内水と洪水の

双方のハザードマップを記載）を図ることにより、より効率的に効果的なハザードマップを作成

することが可能となる。 

特に、洪水ハザードマップに関しては、降雨によって生じる浸水に関するハザードマップであ

り、共通する事項が多く、その連携は有効である。 

このため、他のハザードマップと連携する場合は以下の点に留意して基本方針を検討する。 

 

（１）対象降雨の設定に関する留意点 

洪水ハザードマップは、河川の堤防の決壊や河川からあふれた水に起因する浸水を対象として

おり、内水ハザードマップで対象とする浸水とは発生機構が異なるものであるが、これらの浸水

は一連の降雨において時間の経過とともに発生する場合もある。 

このため、本来、内水ハザードマップで対象とすべき降雨規模や降雨波形、降雨継続時間など

の降雨特性と洪水ハザードマップで対象としている降雨の特性について整理して連携の方針を検

討する。 

 

（２）対象区域の設定に関する留意点 

内水ハザードマップの作成において、排水区域全体を対象に早急に内水ハザードマップを作

成・公表することが困難と判断される場合は、内水による浸水被害の発生状況、都市機能の集積

度等、地域の内水に対する脆弱性を考慮し、当面は限定した区域を対象として早急に内水ハザー

ドマップを作成することも考えられる。 

このとき、行政区域全体を対象に作成された他のハザードマップと連携し、一つのハザードマ

ップとして作成・公表等する場合には、表示された内水浸水想定区域以外の区域が内水による浸

水に対して安全な区域と誤解されないように留意する必要がある。 

 

（３）放流先河川等の水位設定に関する留意点 

対象降雨や対象区域の連携を踏まえ、境界条件である放流先河川等の水位に関する整合性につ
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いて留意し、連携の方針を検討する。 

 

（４）浸水想定手法の検討に関する留意点 

内水による浸水と河川からあふれた水・堤防の決壊による浸水は、発生の仕組みや被害等が異

なるものの、浸水想定に用いる基礎資料や浸水シミュレーションモデルには多くの共通性がある。

このため、これら情報の適用性に留意して連携の方針を検討する。 

 

（５）内水ハザードマップの作成・公表・活用方針の検討に関する留意点 

内水ハザードマップの作成・公表等を、他のハザードマップと共同で行うことが考えられる。 

特に洪水ハザードマップとの関係においては、個々に作成・公表された場合、それぞれの違い

が地域住民に十分理解されず混乱のもととなり、ハザードマップ本来の機能が活かされない可能

性も想定される。 

このため、内水ハザードマップ等が適切に活用されるよう連携の内容、方法をはじめ、記載内

容の整合を図る、連携して作成・公表・活用する等、住民にとってわかりやすい説明を考慮して

連携のあり方について留意する必要がある。 

 

（６）段階的な充実方針の検討に関する留意点 

ハード対策の進捗状況等に応じた内水ハザードマップの見直しや、対象区域の拡大、内水浸水

想定の精度向上により、段階的な内容充実が必要となる場合があるが、このタイミングとして、

他のハザードマップの新規作成や見直し時期が考えられる。 

このため、内水ハザードマップの見直しに要する検討期間等を考慮し、他のハザードマップの

動向にも留意する必要がある。 

 

（７）作成・公表・活用における関連部局との連携の検討に関する留意点 

内水ハザードマップの作成にあたっては、記載情報等を検討する上で防災部局や河川等の関連

部局との連携が重要であることから、各々の主体の役割分担を明確にして効率的・効果的に作成

していくことについて検討する必要がある。 
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2.3.2 浸水想定手法の検討 

内水浸水想定は、原則として浸水シミュレーションによる浸水想定手法により行うが、浸水

シミュレーションを行うためのデータが不十分で、これにより内水ハザードマップを作成する

ことが困難と判断される場合には、浸水実績や地形情報を活用した浸水想定、もしくはこれら

の手法と組み合わせるなど、地域特性を踏まえた浸水想定手法の選定についての基本方針を検

討する。 

 

【解 説】 

都市域は、下水道施設をはじめとする排水施設や雨水貯留浸透施設が既に整備されている場合

が多い。このため、浸水想定区域の設定は、これら施設を適切に評価することができる浸水シミ

ュレーションによる浸水想定により行うことが望ましい。 

しかし、浸水シミュレーションによる内水浸水想定を実施するためには、検討の基礎となるデ

ータや、所定の精度が確保された浸水シミュレーションモデルの作成が必要である。このため、

その検討に長い期間を要する場合があり、早急に内水ハザードマップを提供することが困難とな

る場合がある。 

そこで、早急に内水ハザードマップを提供することの重要性に配慮し、浸水実績を活用した内

水浸水の想定、地形情報を活用した内水浸水の想定、これらの手法と浸水シミュレーション手法

との組み合わせによる内水浸水の想定等を、地域特性や排水施設の整備状況を踏まえて、どのよ

うに選定していくのかについて基本方針を検討する。ただし、浸水シミュレーションに必要なデ

ータが不十分で地形情報や浸水実績を活用した手法を採用した場合、又は、当面、ハザードマッ

プの対象区域を限定して作成する場合は、その後にデータの充実を図り、内水浸水想定を充実さ

せていく必要がある。 

 

2.3.3 内水ハザードマップの作成・公表・活用方針の検討 

内水ハザードマップが有する機能を効果的に発揮できるように留意して、内水ハザードマッ

プの作成・公表・活用に関する基本方針を検討する。 

 

【解 説】 

内水による浸水被害の最小化を図るため、内水ハザードマップを適切かつ効果的に作成・公表・

活用し、浸水情報や避難に係る情報を住民に的確に提供するとともに、自分の生命や財産は自分

で守るという自助や協力して互いの命や財産を守るという共助の促進を図る観点から、内水ハザ

ードマップの形態や記載すべき項目、公表・活用に関する基本方針を検討する。 
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2.3.4 段階的な充実方針の検討 

必要に応じて、内水ハザードマップの内容を段階的に充実していく方針を、ハード対策の進

捗状況、都市化の進展状況、地域実情、対象区域の拡大、浸水想定の精度向上に留意して検討

する。 

 

【解 説】 

作成した内水ハザードマップは、ハード対策の進捗状況や都市化の進展状況等に応じて適切に

見直しを図る必要がある。また、対象区域の拡大、内水浸水想定の精度向上等についても必要に

応じて検討する必要がある。このため、早期作成を基本にしつつ、適切な段階で内水ハザードマ

ップの内容充実を図っていくための基本方針について検討する。 

 

2.3.5 作成・公表・活用における関連部局との連携の検討 

内水ハザードマップの作成・公表・活用における関係部局との役割分担、連携についての基

本方針を検討する。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップには、避難に関する情報を盛り込む必要があり、防災部局との連携は重要

である。さらに、河川水位等の設定や他のハザードマップとの連携を図る上で、これら関連部局

との連携も重要となる。このような観点から、内水ハザードマップ作成・公表・活用にあたって

の関係部局との役割分担、連携について基本方針を検討する。 

内水ハザードマップが洪水発生の前段階において避難経路を選定する際の重要な防災情報とな

ること等から、既に内水ハザードマップを作成・公表している自治体の多くは、作成・公表・活

用の主体は防災部局が担当し、浸水想定等において下水道部局やその他関係部局が協力している

というケースが多い。 

また、浸水に関する研究、ハザードマップ等の浸水に対する危機管理に関する研究を行ってい

るような有識者と連携することも有効である。 
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2.4 基本諸元の設定 

基本方針に基づき、内水ハザードマップを作成するための基本的な諸元（対象降雨、放流先

河川等の水位、対象区域）を設定する。 

 

【解 説】 

基本方針に基づいて、内水ハザードマップ作成の基本的な諸元である対象降雨、放流先河川等

の水位、対象区域を設定する。 

 

2.4.1 対象降雨の設定 

内水浸水想定において設定する降雨は、対象となる排水区の特性に応じて設定する。また、

洪水ハザードマップと連携する場合は、洪水ハザードマップの対象降雨を考慮して設定する。

 

【解 説】 

近年、下水道の現況雨水排水能力や計画規模を上回る降雨が多発しており、これにより内水に

よる浸水被害が増加している。 

内水浸水想定においては、これらの降雨に対して浸水被害の最小化を図る観点から、対象とな

る排水区の特性及び洪水ハザードマップとの連携を考慮して、例えば下記のように設定する。 

【対象降雨の設定例】 

・ 対象とする地域の既往最大降雨 

・ 他地域での大規模な降雨 

・ 洪水ハザードマップの対象降雨 

内水による浸水は、総雨量よりも、短時間の降雨強度が支配的であることに注意が必要である。

このため、内水浸水想定の計算に用いる降雨の設定は、10 分間隔を基本とする。 

なお、他地域の大規模な降雨を用いる場合には、地域性などを十分考慮し、当該排水区に降ら

せる降雨としての妥当性について検討する必要がある。一方、洪水ハザードマップと連携する場

合は、例えば、洪水ハザードマップで規定する対象降雨と同一の降雨、もしくは洪水ハザードマ

ップで規定する対象降雨と同規模（確率）の降雨を設定する方法がある。降雨の規模や 10 分雨

量の有無等、内水浸水想定に用いる対象降雨としての妥当性について検討して判断する。なお、

降雨の規模による違いや、洪水に至るまでの時系列を分かりやすく示すため、これらの対象降雨

よりも小さな降雨を追加することも、地域住民がハザードマップの意義を理解するうえで有効で

ある。 
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【設定の参考例】 

○他地域での大規模な豪雨設定の例 

・東京都区部：平成 12 年 9 月東海豪雨（時間最大 114mm/hr、総雨量 589mm）を設定 

 

○洪水ハザードマップで規定する対象降雨と同一又は同規模（確率）の降雨設定の例 

・東京都区部：平成 12 年 9 月東海豪雨（時間最大 114mm/hr、総雨量 589mm） 

・神奈川県茅ヶ崎市：中小河川の洪水ハザードマップの対象降雨と同じ 1/50 確率降雨（時間最

大 81mm/hr、24 時間雨量 239mm）を設定 

 

○洪水（河川の堤防の決壊氾濫）に至るまでの（段階的な）降雨設定の例 

・新潟県新発田市：下記３種類の降雨を設定 

 

（出典：新発田市ハザードマップ、平成 19 年 3 月、新発田市市民生活部地域安全課） 

 

・広島県広島市：15mm/hr、30mm/hr（25mm/hr）、40mm/hr、53mm/hr、81mm/hr の５種類を設定 

 

2.4.2 放流先河川等の水位設定 

下水道その他の排水施設から河川その他公共の水域（以下「河川等」という。）へ雨水を放

流する地点における当該河川等の水位は、当該河川等の管理者に必要な協力を求めつつ、過去

の浸水実績の特徴を十分に分析し設定する。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップの作成においては、下水道の能力不足だけでなく、放流先河川等の水位上

昇による浸水現象を対象とすることから、放流先河川等の水位の経時変化を設定する必要がある。 

なお、対象とした実績降雨における放流先河川等の最大水位が低い場合には、実績水位を引き

伸ばすことにより設定する。この場合、放流先河川等の最高水位は、河川等の堤防の決壊や河川

からあふれた水による氾濫を伴わない水位に設定する。放流先が洪水予報河川である場合には、

はん濫危険水位、水位周知河川である場合には、避難判断水位を目安にすることも考えられる。 

また、ポンプによる排水区においては、排水ポンプ場運転調整が行われる可能性があることに

留意し、一例として、放流先河川が最高水位となった時点で排水ポンプ場運転調整が行われる浸
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水シナリオによる内水浸水想定区域の検討を行う、排水ポンプ場運転調整による内水浸水想定区

域の設定を行うことも必要である。 

なお、外水位（河川）の影響が大きな場合には、下水道と河川を統合的に解析できるモデルを

採用するなど、内水の挙動をより詳細に再現することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 実績水位をはん濫危険水位等に引伸ばした例 

 

2.4.3 対象区域の設定 

内水ハザードマップの対象区域は、内水による浸水被害の発生状況、都市機能の集積度等、

地域の内水に対する脆弱性を考慮して設定する。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップの対象区域は、排水区域全体を対象とすることが望ましい。しかし、排水

区域全体を対象に内水ハザードマップを作成するには、今後数年以上を要するなど、時間的制約

が想定される場合には、浸水対策の緊急性を考慮し、当面、地区を限定した内水ハザードマップ

の作成・公表を行うことも考慮して対象区域を設定する。 

なお、対象区域の設定は、過去に大きな内水被害を受けた箇所、地形的要因で比較的浸水被害

が起きやすいと考えられる箇所、都市機能が集積し地域において比較的重要と考えられる地区な

どが含まれる区域とし、総合的に判断し選定する。また、対象区域は複数箇所に分かれてもよい。 
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3.1  内水浸水想定手法の選定 
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3.3 地形情報を活用した内水浸水想定 

3.3.1 対象区域・施設のモデル化、再現性の検証、浸水想定の実施 

3.3.2 内水浸水想定区域の設定 

3.3.3 浸水深の表示 
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3.4.1 浸水実績を活用した内水浸水想定区域の設定 
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3.1 内水浸水想定手法の選定 

内水浸水想定区域図の作成は、浸水シミュレーションによる浸水想定を原則とするが、内

水ハザードマップ作成の基本方針に基づき、以下のいずれかの内水浸水想定手法もしくはこれ

らの手法の組み合わせにより行う。 

（１）浸水シミュレーションによる浸水想定（浸水シミュレーション手法） 

（２）地形情報を活用した手法 

（３）浸水実績を活用した手法 

 

【解 説】 

内水浸水想定区域図の作成は、浸水シミュレーションによる浸水想定を原則とする。しかしな

がら、内水浸水想定区域図は、下水道施設等の各種情報の整理状況、採用する内水浸水想定手法

等により、作成に要する時間等が大きく異なる。このため、緊急性、必要とする精度、地域の特

性を踏まえて検討した内水ハザードマップ作成の基本方針に基づき、適切な内水浸水想定手法を

選定する。（表３－１参照） 

なお、内水ハザードマップの見直しを図っていく場合は、その都度、適切な内水浸水想定手法

を選定するとともに、浸水シミュレーションに必要なデータが不十分で地形情報や浸水実績を活

用した手法を採用した場合、又は、当面、ハザードマップの対象区域を限定して作成する場合は、

データの充実を図り、内水浸水想定等を充実させていく必要がある。 
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表３－１ 内水浸水想定手法の主な種類とその概要 

 

浸水シミュレーション 
 流出＋管きょ内

＋地表面氾濫 
流出＋地表面氾濫 流出＋管きょ内 

地形情報を活用 浸水実績を活用 手法の組合せ 

概  

要 

一 連 の 流 出 解

析、管きょ内解

析、溢水解析、地

表面氾濫解析を

実施 

流出解析と地表面氾濫

解析のみ実施（管きょ等

の流下能力以上の雨水

を対象に氾濫解析） 

流出解析と管きょ

内解析のみ実施

（氾濫水は移動し

ない） 

下水道施設等の現況流下能力

（設計上の流下能力）以上は全

てあふれて氾濫するものとし、

あふれた雨水は地区の低平地

等に全量浸水するとして内水

浸水想定区域を設定 

浸水シミュレーションはしない（浸水

実績区域図を補正して用いる） 

例えば、重要な地区（浸

水常襲地区、都市機能

集積地区等）は浸水シミ

ュレーション手法で、そ

れ以外（明らかに内水

浸水が問題にならない

ような地区）はその他の

手法で浸水想定する 

適用条

件の例 

・ 詳細な検討が

必要な地域 

・ 浸水シミュレー

ションモデルを

構築するため

のデータベー

スがある 

・ 地形的に氾濫水が管

きょ等に戻らない場合

（流下能力の大きな偏

りがない） 

・ 浸水シミュレーション

モデルを構築するた

めの管きょのデータベ

ースがない 

・ 地形的に氾濫

水の移動がない

浸水シミュレーションを行うた

めのデータが不十分だが、内

水浸水に対して注意喚起が必

要で、以下のような場合に適用

する。 

・ 雨水排水施設等の整備率

が低く、当面、施設整備の

予定がない。 

・ 過去に内水被害がほとんど

生じていない。 

 

浸水シミュレーションを行うための

データが不十分だが、内水浸水に対

して注意喚起が必要で、以下のよう

な場合に適用。 

・ 浸水実績のデータが十分にある、

又は、浸水実績が特定の地区に

集中しており、それらの浸水実績

で、対象区域で想定される浸水が

概ね網羅できると判断される。 

・ 内水による浸水実績の大部分が

洪水による浸水想定区域に含ま

れ、かつ、洪水ハザードマップと

重ね合わせて表示する。 

・ 地区によって排水施

設の整備や地域特

性が異なる場合 

留意点 

 ・ 同一排水区内の排水

施設の流下能力に大

きな差があり、氾濫水

が流下能力に余裕の

ある管きょ等に戻る場

合や、時間差（時間遅

れ）により氾濫水が管

きょ等に戻る現象は反

映できない。 

・ マンホール部だ

けで浸水が発生

し、地表面での

浸水の移動が

表現できない。 

・ 下水道施設等の流下能力

はある程度反映できるが、氾

濫機構は想定が入る。 

 ・ 地区毎の手法の違い

についての説明が必

要。 
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（１）浸水シミュレーション手法 

都市域では、下水道施設をはじめとする排水施設や、雨水貯留浸透施設が既に整備されている

場合が多い。そのため、浸水想定区域図の作成にあたっては、原則としてこれらの施設を十分に

評価することが可能な浸水シミュレーションによる内水浸水想定手法を選定する。 

 

浸水シミュレーションは、大きく「１）流出解析（①降雨損失解析、②地表面流出解析）」及び

「２）氾濫解析（③管きょ内解析、④溢水解析、⑤地表面氾濫解析）」のプロセスを経て行う。 

雨水排除施設の整備状況や排水区域の特性等に応じて、適切な解析手法を用いる。 

各プロセスにおける留意点及び組み合わせ例を次に示す。 

 

１） 流出解析の留意点 

① 降雨損失解析 

くぼ地貯留、浸透、蒸発散による降雨の損失を考慮し、降雨量から地表面に流出する有効

降雨量を算出する。またオンサイト貯留浸透施設を考慮する場合には、それら施設の有効降

雨に対する調節効果も考慮し、算出する。 

② 地表面流出解析 

有効降雨が地表面を流れる経過を運動力学的に求め、雨水ます等から管きょ・排水路への

流入量を算出する。 

 

２） 氾濫解析の留意点 

氾濫解析を行う場合には、下水道等の排水施設の特徴を充分に表現でき、かつ地表面氾濫と

一体的又は個別で解析が可能なモデルを活用することが必要である。なお、氾濫水が拡散する

区域、雨水ます等からあふれた水が他の雨水ます等から管きょに再流入する区域等を対象とし

た解析を行う場合には、管きょ内と地表面の双方向の水理解析が可能なモデルの活用が求めら

れる。 

 

③ 管きょ内解析 

地表面流出解析により算出された各流入地点でのハイドログラフを用いて、管きょの流れ

を解析する。 

特に暗きょ内を解析する場合は、開きょと異なり管頂部に水面が達した瞬間に満管流れと

なる。一般的に、開水路流れと満管流れとの遷移状態の解析は困難であり、また計算も不安

定となるため、モデル毎に各種の工夫を施している。そこで、これら特徴を充分に把握した

上で、目的に即したモデルの選定を行うことが重要となる。 

また都市域では、下水道以外の排水施設や雨水貯留浸透施設が数多く整備されており、こ

れらを適切に評価する必要があるため、これらの評価が可能なモデル※１を用いることを原則
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とする。また、ソフトウェア活用に際しての各種制約解消等を図った水・物質循環を解析す

る共通プラットフォーム※２の利用も有効である。 

※１「流出解析モデル利活用マニュアル -2006 年 3 月- （財）下水道新技術推進機構」、「都市域氾濫解析モデル活用

ガイドライン（案） 国土技術政策総合研究所水害研究室」にて紹介されている「流出解析モデル」、等 

※２ｃｏｍｍｏｎＭＰ（http://framework.nilim.go.jp/） 

 

④ 溢水解析 

開きょから水があふれる現象、暗きょにおいて満管流れになり動水勾配線が地表面を越え

た雨水ます等から水があふれる現象や、あふれた水が開きょや暗きょに再び流入する現象を

解析する。 

 

⑤ 地表面氾濫解析 

管きょからあふれた水に由来する氾濫水の地表面移動現象を解析する。 

解析手法には、以下の手法がある。 

Ⅰ. 氾濫解析モデルによる解析手法 

地表面をメッシュに区分し、メッシュ内に分布する雨水ます等を管きょと接続して、管

きょ内解析と氾濫流を連動させる精度の高い解析手法の 1つである。管きょの流下能力以

上の雨水が雨水ます等からあふれて、地表面の勾配にしたがって流下・拡散する。なお、

地表面のメッシュデータとして、洪水ハザードマップの浸水想定に用いたメッシュデータ

や解析モデルを活用することも可能である。 

 

Ⅱ. 流出解析モデルを応用した解析手法 

流出解析モデルにおいて、管きょ内解析でモデル化した管きょ網の上部に、道路を水路

と見立てた 2条管・開水路モデルの他に、道路や道路両側の氾濫源を仮想貯留池・遊水池

に見立てた仮想タンクモデルを構築することにより、氾濫水の地表面流れ（あふれた水の

移動現象）を解析する。管きょ内解析と氾濫流が連動した精度の高い解析手法の 1つであ

るが、浸水現象の面的な広がりを表現するためには、道路網を細かにモデル化するほかに、

非幹線道路網や道路両側の氾濫域を幹線道路にランピング（省略・統合化）する等の工夫

が必要となる。適切なランピングによって、氾濫解析モデルによる解析手法と同等の精度

を保ちつつ高速解析が可能となるが、ランピングを行う際には、面積や粗度係数等の諸元

の幹線道路への統合化手法に工夫が必要であることに注意を要する。 

なお、浸水シミュレーション手法の選択については、次の図書が参考となる。 

・「流出解析モデル利活用マニュアル、2006 年 3 月、（財）下水道新技術推進機構」 

・「都市域氾濫解析モデル活用ガイドライン（案）－都市浸水－、平成 16 年 11 月、国土

技術政策総合研究所 水害研究室」 

・「氾濫シミュレーション・マニュアル（案）、平成 8年 2月、建設省土木研究所」等 
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３）各プロセスの組み合わせ例 

各プロセスの組み合わせ例としては、大きく次の３手法が考えられる（図３－１～図３－３

参照）。 

 

① 流出解析＋管きょ内解析（溢水解析を含む）＋地表面氾濫解析 

一連の流出解析、管きょ内解析、溢水解析、地表面氾濫解析を実施する方法で、図３－

１にその概念図を示す。 

② 流出解析＋地表面氾濫解析 

流出解析と地表面氾濫解析のみを実施（管きょ等の流下能力以上の雨水を対象に地表面

氾濫解析）する方法で、図３－２にその概念図を示す。 

③ 流出解析＋管きょ内解析（溢水解析を含む） 

流出解析と管きょ内解析を実施（氾濫水は移動しない）する方法で、図３－３にその概

念図を示す。 
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図３－１ 解析プロセスの組み合わせ例（流出解析＋管きょ内解析＋地表面氾濫解析） 
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図３－２ 解析プロセスの組み合わせ例、氾濫水の移動あり（流出解析＋地表面氾濫解析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 解析プロセスの組み合わせ例、氾濫水の移動なし（流出解析＋管きょ内解析） 
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みのモデルで、流出解析と地表面氾濫解析を

行い、内水浸水想定を行う。 

地表面氾濫解析は、現況の流下能力以上の

雨水を対象とする。 
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内解析を省略し、道路ネットワークのみのモデ

ルで、流出解析と地表面氾濫解析を行い、内水

浸水想定を行う。 

地表面氾濫解析は、現況の流下能力以上の雨

水を対象とする。 

１次元ネットワークモデル（下水道ネットワーク）

 

一連の浸水シミュレーションのうち、地表面氾
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（２）地形情報を活用した手法 

内水ハザードマップの作成において、最も時間等を要するのが、浸水シミュレーションモデル

の作成及び内水浸水想定区域図の作成である。このため、早急に内水ハザードマップを作成し公

表するためには、要求される必要最小限の精度を確保しつつ、浸水想定区域図の作成を早急に進

めることも重要である。 

ここでは、浸水シミュレーション以外で内水浸水想定を行う方法として、地形情報を活用して

浸水を想定する手法を示す。これは、下水道施設や放流先河川等の現況流下能力以上は全てあふ

れるものとし、また、あふれた雨水は地区の低平地等に全量浸水するものとして内水浸水想定区

域を設定する方法であり、図３－４にその検討イメージを示す。 

以下に、本手法を適用する場合の例を参考として示す。なお、対象とする流域の特性を考慮し、

ここで示す手法と浸水シミュレーション手法を組合せて用いることや、これら以外の手法を用い

ることを妨げるものではない。 

 

【地形情報を活用して内水浸水想定を行う手法を適用する例】 

浸水シミュレーションを行うためのデータが不十分だが、内水浸水に対して注意喚起が必要

で、以下のような場合に適用する。 

・ 雨水排水施設の整備率が低く、当面、施設整備の予定がない。 

・ 過去に内水被害がほとんど生じていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 地形情報を活用した手法のイメージ 

 

（３）浸水実績を活用した手法 

内水浸水想定方法として、既往の浸水実績をもとに地形情報等を踏まえた浸水区域の補正を行

い、浸水想定区域を設定する方法が考えられる。以下に、本手法を適用する場合の例を参考とし

て示す。なお、対象とする流域の個別特性を考慮し、ここで示す手法と浸水シミュレーション手

流出ハイドロによる浸水量の算定 地盤高Ｈ－Ｖによる浸水位の設定 
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法を組合せて用いることや、これら以外の手法を用いることを妨げるものではない。 

 

【浸水実績を活用して内水浸水想定を行う手法を適用する場合の例】 

浸水シミュレーションを行うためのデータが不十分だが、内水浸水に対して注意喚起が必要で、

以下のような場合に適用。 

・ 浸水実績のデータが十分にある、又は、浸水実績が特定の地区に集中しており、それらの

浸水実績で、対象区域で想定される浸水が概ね網羅できると判断される。 

・ 内水による浸水実績の大部分が洪水による浸水想定区域に含まれ、かつ、洪水ハザードマ

ップと重ね合わせて表示する。 
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3.2 浸水シミュレーションによる内水浸水想定 

3.2.1 対象区域・施設のモデル化 

選択した浸水シミュレーション手法の特性に応じ、モデル化する下水道施設等の範囲に留意

する。 

 

【解 説】 

対象区域・施設のモデル化は、下記に示すモデル化毎の留意点に応じて行う。 

 

表３－２  モデル化毎の留意点 

モデル化対象 留 意 点 

地表面 

管きょ等に流入するまでの地表面流の特性として、浸透域の割

合、浸透能、くぼ地貯留、地表面粗度等の状況を反映する。 

また、あふれた水の移動がある場合には、道路状況等について

も必要に応じて反映する。 

下水道管きょ、排水路等の

流下施設 

現況の主要な管きょ・河道等を対象としてモデル化する。また、

浸水実績等を考慮し、必要に応じて細かなモデル化を行う。ただ

し、全ての下水道・排水施設のモデル化を行うことは現実的でな

いため、一般的にはランピングを行う必要がある。通常のランピ

ングは、施設規模の小さい箇所（管径が小さい、集水域が小さい

等）を対象に行うが、その際、省略するマンホール・管きょ等の

諸元や遅れ時間が無視されるため、ランピングによって解析結果

に実現象との乖離が生じないように注意する。 

河道をモデル化する場合、断面形状の簡略化を図ることも考慮

する。 

排水ポンプ場 
排水能力、ポンプ性能曲線、起動-停止水位等の運転調整ルール

等に留意する。 

吐口 
堰、ゲート等がある場合、これらの構造に留意する。 

適切な境界条件（河川水位）を設定する。 

貯留施設 
貯留容量、形状、流入構造等に留意する。 

オリフィス等がある場合、この構造に注意する。 

浸透施設 浸透施設の浸透能等に留意する。 

地表面、下水道等の排水施設等のモデル化に当たっては、下記の資料等を参照すること。 

・「流出解析モデル利活用マニュアル -2006 年 3 月- （財）下水道新技術推進機構」 

・「氾濫シミュレーション・マニュアル（案） 平成 8年 2 月 建設省土木研究所」 

 

なお、浸水シミュレーションの対象とすべき区域は、排水区単位を基本とするが、地形的な要

因から、あふれた水が移動して他の排水区に影響を及ぼすことが予想される場合、逆に他の排水

区においてあふれた水の影響を受ける場合、又は、２以上の行政区域をまたがる場合には、当該



 

 

 

第３章 内水浸水想定区域図の作成 

36 

他の排水区を含めることを原則とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 氾濫流が行政界を超える場合のイメージ 

 

 

 

3.2.2 浸水シミュレーションの実施 

浸水シミュレーションは、構築した浸水シミュレーションモデルの解析精度（再現性）を検

証し、その精度を高めるようパラメータ等の調整（キャリブレーション）を行ったうえで実施

する。また、パラメータ等の調整は、浸水域、浸水深等の実績又は実測データと浸水シミュレ

ーションモデルの解析結果との比較検証を行い、解析値が実績又は実測データと整合するよう

行う。 

 

【解 説】 

浸水シミュレーションを実施するにあたり、浸水域、浸水深等の実績又は実測データと浸水シ

ミュレーションモデルの解析結果との比較検証を行い、解析値が実績又は実測データと整合する

よう解析に用いたパラメータ等の調整を行う。 

管きょ、排水路等の流量、水位の実測データを用いれば、より精度の高いパラメータの調整が

可能になることから、対象域におけるデータの取得状況や整理状況をあらかじめ把握しておくこ

とが重要である。 

また、浸水シミュレーションモデルの検証では、降雨の時間的・空間的分布を考慮することで、

浸水シミュレーションの精度を向上させることも重要である。 

行政区界

Ｂ町ｂ排水区

溢水移動

Ａ町ｂ排水区

浸水区域
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3.2.3 内水浸水想定区域の設定 

内水浸水想定区域の設定に当たっては、浸水シミュレーションにより得られた結果を基に、

地点ごとに浸水位が最も高くなる値をその地点の想定最大浸水位とし、隣接する地点間の浸水

位の連続性や氾濫水の流下、拡散を左右する連続盛土構造物や微地形を考慮して内水浸水想定

区域を設定する。 

なお、内水浸水想定区域の設定に当たっては、地域における過去の浸水実績等に基づく浸水

特性を考慮した上で、構造物や地形特性を加味するために必要な情報及び精度を有する地形図

の利用を基本とする。 

 

【解 説】 

内水浸水想定区域は、各地点の想定最大浸水位を基本に、過去の内水による浸水実績、鉄道、

河川堤防、主要幹線道路の中央分離帯等連続盛土構造物、微地形を考慮した地形条件の影響を加

味して範囲を設定する。 

隣接する地点間の浸水位に大きな差がある場合には、地形特性を考慮のうえ、浸水深を表示す

る段階で適宜補正する。 

 

3.2.4 浸水深の表示 

浸水した場合に想定される浸水深については、浸水深のランク別の等深線をもって表示する

ことを標準とする。 

浸水深のランク分けや表現については、地域の浸水の危険度等を考慮して設定するが、周知

の対象となる住民に浸水情報が正確に伝わるようにわかりやすく統一されたものとする。 

なお、洪水ハザードマップと連携する場合は、洪水ハザードマップの浸水深別の着色にあわ

せるものとする。ただし、浸水深が 50cm 未満のランクについては、内水浸水想定区域は 20cm

以上～50cm 未満を表示することを標準とし、凡例等にその旨を記載する。 

 

【解 説】 

（１）浸水深の表示 

浸水深のランクは、内水による浸水の特性を考慮して下表に示す浸水の目安を参考に、0～20cm

未満、20～50cm 未満、50cm～1m 未満、1m 以上の 4段階を標準とする。 
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表３－３ 浸水の目安 

浸水深 浸水の目安 

20cm 概ね歩道が冠水しはじめる程度。 

 50cm 大人の膝までつかる程度。（床下浸水と床上浸水との境界

付近の浸水深） 

  1m 大人の腰までつかる程度。 

 

浸水深ランクの色分けは、表３－４に示す色見本を基本とする。 

洪水ハザードマップと連携する場合には、浸水深の色別表示は洪水ハザードマップの浸水深別

の着色にあわせる。なお、内水浸水想定区域では浸水深が 20cm 未満の区域は未着色とし、凡例等

にその旨を記載することを基本とするが、住民の防災に関する意識啓発等を目的に 20cm 未満の浸

水深を表示することを妨げるものではない。 

一方、外水（洪水）による浸水想定区域と内水による浸水想定区域を重ねて表示する場合には、

氾濫水の持つエネルギーの大きさの違いを考慮して、外水又は内水の浸水想定区域の外側の線引

きや、ハッチングなどをして、内水と外水の浸水想定区域を区別することも検討する。 

 

表３－４ 浸水深ランク別の色見本 

浸水深ランク 
0～ 

20cm未満※1

20～ 

50cm 未満

50cm～ 

1m 未満 

1m～ 

2m未満

2m～ 

5m 未満 
5m～ 

内水の色見本       

洪水の色見本       

色の配合※2 
色無し or 

Y50 
Y50 Y30,C10 C20 

C20 or 

C40 

C20 or 

C20,M20 

※1：浸水シミュレーションにおいて、浸水が発生しない場合も含む。 

※2：CMYK とは、印刷分野等で使用される色の表示方法。シアン（C）、マゼンダ（M）、イエロー（Y）、

黒（K）の 4 色の配合。 

 

（２）浸水想定範囲のスムージング 

浸水シミュレーションで得られた浸水想定範囲に対して、必要に応じて微地形等の影響を考慮

したスムージングを行う。 

スムージングは浸水シミュレーションで得られた各地点の浸水深及び、地形図に示される標高

や微地形等を参考に、浸水範囲及びランク別の等深線をフリーハンドで書き加えることで行う。 

地理情報システムが備える等高線自動作成機能により等深線を自動で書き加え、微地形を判断

して手作業で修正するといった方法も活用できる。 



 

 

 

第３章 内水浸水想定区域図の作成 

39 

3.2.5 データの保管 

浸水シミュレーション及び内水浸水想定区域図の作成等に使用・作成したデータについては、

今後、内水浸水想定区域図を変更する可能性があることを考慮し、作成主体において保管する。

浸水シミュレーションにおける計算モデル構築に必要なデータ等は、地理情報システム等で利

用可能な形式で保管することが望ましい。 

 

【解 説】 

内水浸水想定区域図の見直しを行う場合、浸水シミュレーションや内水浸水想定区域図の作成

等に使用したデータとの継続性が必要なため、使用したデータは作成主体において適切な電子媒

体として保管する。保管に際しては、見直し時の利用や洪水ハザードマップとの連携が容易なよ

うに、統一されたデータフォーマット、ファイル形式とすることが望ましい。国土交通省では、

浸水想定区域図、洪水ハザードマップの公表を円滑に推進する目的で、浸水想定区域図に関わる

電子データを統一されたデータフォーマット、ファイル形式によって保管・提供するための「浸

水想定区域図データ電子化ガイドライン、平成 18 年 3 月、国土交通省河川局」、「浸水想定区域図

データ電子化用ツール操作マニュアル、平成 18 年 9 月、国土交通省河川局」を公表しているので、

これを参照されたい。 

また、地下空間の管理者の避難計画の作成にあたっては、地表における水位の上昇速度が重要

であることから時間経過ごとの浸水深の変化等に併せて提供できるよう浸水シミュレーションの

過程を保存していくことが望ましい。 

保管すべき主なデータは以下のとおりとする。 

・ 使用した浸水シミュレーションモデルとバージョン 

・ 地盤高データ等モデル化した地形情報 

・ 下水道管きょデータ等モデル化した施設情報 

・ 外水位、有効降雨、粗度係数データ等計算条件情報 

・ 計算浸水位等浸水シミュレーション結果 

・ 内水浸水想定区域図作成時の補正記録 

 

また、浸水発生時には可能な限り現地観測を行い、データの蓄積を図ることも必要である。 
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3.3 地形情報を活用した内水浸水想定 

3.3.1 対象区域・施設のモデル化、再現性の検証、浸水想定の実施 

対象区域・施設のモデル化、再現性の検証、浸水想定の実施は、選定した内水浸水想定手法

の特性に応じ、適切に実施する。 

また、浸水域、浸水深等の実績値と計算結果の比較検証を踏まえ、浸水想定を実施する。 

 

【解 説】 

地形情報を活用した内水浸水想定手法の検討手順を以下に示す。 

本手法は、下水道施設等の現況流下能力以上の雨水は全てあふれるものとし、またあふれた雨

水は地区の低平地等に全量浸水するとして浸水想定する方法であり、以下の手順により浸水想定

を行う（図３－６参照）。なお、排水区域の特徴から本手法による内水浸水想定区域の設定が区域

全域としては必ずしも適切ではない場合は、部分的に浸水シミュレーションを活用するなど、他

の内水浸水想定手法を適切に組み合わせていくことが望ましい。 

 

（１）流域の排水特性の把握 

地形・地盤高資料、下水道等の排水施設資料をもとに、窪地や流下能力のネック（不足）箇所、

盛土等の流域の排水特性を把握する。具体的な資料は、「2.1 基礎調査」を参照されたい。 

 

（２）浸水エリアの想定 

対象区域の地域特性をもとに、浸水実績のある地区や浸水実績はないが雨水が集まってくる地

区など、浸水の危険性がある地区（浸水エリア）を想定する（特性により複数局所も考えられる）。

また、浸水エリア毎に流域分割を行い、各浸水エリアへの雨水流出範囲を把握する。 

 

（３）H-A-V 関係の整理 

地盤高データから浸水エリア毎に、浸水深 H、浸水エリア面積 A 及び浸水ボリューム V の関係

（H-A-V）を整理する。このとき、過去の浸水実績（浸水エリア、浸水深等）があって、H-A-V 関

係が検証可能であれば、実績値と計算値の比較検証を行う。 

 

（４）降雨ハイエトグラフの作成 

対象降雨のハイエトグラフを作成する。具体的な作成方法については「下水道施設計画・設計

指針と解説 前編、2001 年版、（社）日本下水道協会」、「下水道総合浸水対策マニュアル（案）、

平成 18 年 3 月、国土交通省都市・地域整備局下水道部」や「中小河川計画の手引き（案）、平成

11 年 9 月、中小河川検討会」等を参照されたい。 
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（５）雨水流出量の算定 

降雨ハイエトグラフを用い、浸水エリアに係る流域毎に雨水流出量を算定する（流出ハイドロ

グラフを作成する）。具体的な雨水流出量の算定方法は、「下水道施設計画・設計指針と解説 前

編、2001 年版、（社）日本下水道協会」、「中小河川計画の手引き（案）、平成 11 年 9 月、中小河

川検討会」等を参照されたい。 

 

（６）浸水ボリュームの算出 

管きょや雨水排水ポンプ場等の下水道施設等の現況流下能力以上の雨水流出量が全てあふれて

氾濫するものとし、またあふれた雨水は地区の低平地等に全量浸水するとしてその浸水ボリュー

ム V0を算出する。 

 

（７）浸水位の設定 

下水道施設等の現況流下能力を超えたボリューム V0が浸水した場合の浸水位 H0を、H-A-V 関係

から設定する。 

 

（８）内水浸水想定区域の設定 

浸水位 H0より低い低平地等を浸水内水浸水想定区域として設定する。 
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図３－６ 地形情報を活用した内水浸水想定手法のイメージ 

地盤高Ｈ－Ｖによる浸水位の設定流出ハイドロによる浸水量の算定

内水浸水実績区域の設定 
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3.3.2 内水浸水想定区域の設定 

「3.2.3 内水浸水想定区域の設定」を準用する。 

 

【解 説】 

「3.2.3 内水浸水想定区域の設定」を準用する。 

 

3.3.3 浸水深の表示 

「3.2.4 浸水深の表示」を準用する。 

 

【解 説】 

「3.2.4 浸水深の表示」を準用する。 

 

3.4 浸水実績を活用した内水浸水想定 

3.4.1 浸水実績を活用した内水浸水想定区域の設定 

内水浸水想定区域は、内水浸水実績区域図をもとに、対象期間、浸水規模、表記内容を明確

にした上で設定する。 

 

【解 説】 

内水浸水想定区域の設定は、内水浸水実績区域図をもとに、以下の点についてその内容を明確

にした上で行う。 

（１）内水と外水 

浸水実績には、内水による浸水被害と外水（洪水）による浸水被害がある。内水ハザードマッ

プで対象とする浸水実績は、内水による浸水実績であり、外水による浸水実績は対象外とする。 

ただし、初期段階は内水による浸水であり、途中で堤防の決壊が生じ外水による浸水に移行し

浸水範囲・規模等が大きく拡大する複合的な浸水実績については、その旨を明確にして記載する。 

（２）対象期間 

一般に都市域では、下水道整備や河川改修等を行っており、浸水想定区域も変化していること

が予測される。また、地域の土地利用も変化し、それに伴う雨水流出量や浸水範囲の変化も想定

される。 

このため、浸水実績として計上する期間は、これら下水道整備や地域の土地利用状況の変化を



 

 

 

第３章 内水浸水想定区域図の作成 

44 

踏まえ、現在の実態に近いと考えられる適切な期間を対象とすることが望ましい。 

ただし、これを遡る期間であっても、排水施設の現計画規模以上の降雨が生じた場合の浸水実

績については、記載する方がよい。 

（３）浸水種別の表記 

浸水実績としては、床上浸水、床下浸水等の区別がなされている場合、浸水実績区域図の表記

においてもこれらの情報を適切に記載する。 

（４）浸水範囲の表記方法 

浸水実績の記載方法としては、浸水家屋や地区を浸水記録に基づき忠実に表現する方法、それ

ら地区をカバーする楕円等で概略を示す方法、両者を併記する方法等が考えられる。 

どの表記方法を採用するかは記録の精度、浸水回数、浸水箇所の分散の程度等により判断する

ことになるが、既存の浸水実績記録は、必ずしも当時の浸水実績を 100％忠実に記録されている

とは限らない。特に、当時、家屋がなかった範囲等では、情報の欠落も想定される（実際は浸水

していたが記録に残っていない等）。このため、場合によっては、安全側となるように、浸水実績

記録をもとに地形情報等を加味し、概略の浸水範囲で示すことについても検討する。 

（５）浸水情報の整理 

浸水範囲や浸水規模の他に、内水ハザードマップ作成に際しての情報として、個々の浸水実績

情報を整理する。 

整理項目としては、浸水年月日、浸水時の降雨量、浸水時間、外水の状況等がある。 

 

3.4.2 浸水深の表示 

浸水した場合に想定される浸水深については、床上浸水・床下浸水のランク別表示を原則と

する。 

 

【解 説】 

一般に、浸水実績は、浸水深の記録は少なく、床上浸水と床下浸水の別で記録されている場合

が多いこと、床上浸水と床下浸水では被害に大きな差があることから、浸水実績を活用した内水

浸水想定区域図の浸水深の表示は、床上浸水・床下浸水のランク別表示を原則とする。浸水深ラ

ンクの色分けは、表３－５に示す色見本を基本とする。床上・床下の区別は、一般的な住宅で、

床の高さが、地盤面に対して概ね 45cm 程度の高さであるが、商業地域など、床上と床下の判断が

困難な場合もあるので、凡例に床上と床下の境界条件を記載する必要がある。 

浸水種別（床上浸水・床下浸水）が不明な場合は単色表示とする。 

外水（洪水）による浸水想定区域と内水による浸水想定区域を重ねて表示する場合は、氾濫水
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による甚大な影響の大きさの違いを考慮して、外水又は内水の浸水想定区域の外側の線引き、ハ

ッチングなどして、内水と外水の浸水想定区域とを区別することも検討する。 

 

表３－５ 浸水深ランク別の色見本（浸水実績を活用した場合） 

浸水深ランク 
20～ 

50cm 未満 

50cm～ 

1m 未満 

1m～ 

2m未満

2m～ 

5m 未満
5m～ 床下※2 床上※2 

内水の色見本        

洪水の色見本        

色の配合※1 Y50 Y30,C10 C20 
C20 or 

C40 

C20 or 

C20,M20
Y50 Y30,C10 

※1：CMYK とは、印刷分野等で使用される色の表示方法。シアン（C）、マゼンダ（M）、イエロー（Y）、黒（K）

の 4 色の配合。 

※2：床上・床下の境界条件（浸水深）は凡例に示すこと。 



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

46 

 

 

 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

4.1 内水ハザードマップの作成 
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4.3 記載項目 

4.4 共通項目：浸水に関する情報 

4.5 共通項目：避難に関する情報 

4.6 地域項目：災害時活用情報 

4.7 地域項目：災害予防情報 

4.8 地域項目：災害学習情報 

4.9 作成範囲 

4.10 縮尺と形態 

4.11 住民等からの意見の反映 

4.12 他計画との整合 
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4.1 内水ハザードマップの作成 

内水ハザードマップは、内水浸水想定区域図を基本資料として、関係部局が連携を図りなが

ら作成する。なお、既に他のハザードマップがある場合は、内水ハザードマップの内容を追加

して公表することも検討する。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、内水浸水想定区域図を基本資料として、その他避難に関する情報等と

合わせて、関係部局が連携を図りながら作成する。作成に当たっては、市町村地域防災計画や自

主防災組織等が定める計画及び洪水ハザードマップ等からの情報並びに住民等からの意見が反映

されるよう努める。 

なお、既に洪水ハザードマップなどの他のハザードマップが作成・公表されている場合は、内

水浸水想定区域図や内水浸水に関する情報を追加して公表することも検討する。特に、洪水ハザ

ードマップを既に作成・公表している場合は、洪水ハザードマップと内水ハザードマップの違い

を踏まえた住民に分かりやすい情報となるように留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４-１ 内水ハザードマップの作成フロー 

住民等からの 

意見の反映 

 

他計画との整合 

内
水
浸
水
想
定
区
域
図 

に

関

す

る

情

報 

記載項目の検討 

作成範囲の検討 

内水ハザードマップ 

縮尺・形態の検討 

内水ハザードマップの公表・活用 
（第５章） 

内水ハザードマップの見直し 
（第６章） 

（第４章） 

他のハザード 

マップとの連携 



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

48 

4.2 基本事項の検討 

内水ハザードマップの作成に当たって検討する基本事項は、以下のとおりである。 

  （１）記載項目 

（２）作成範囲 

  （３）縮尺と形態 

また、内水ハザードマップを作成する際に、「洪水ハザードマップ作成の手引き、平成 17 年 6

月、国土交通省河川局治水課」等、参考となる図書を巻末に整理している。必要に応じて、これ

らの図書も参考とされたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 説】 

 内水ハザードマップは、内水浸水想定区域図を基本資料として作成するものであるが、その

内容が住民等に十分理解され、浸水発生時に自らの生命や財産を守るために取るべき行動が具

体的かつ的確に判断できるような情報として具備すべき要件を検討する必要がある。また、情

報量を多くしすぎると、逆に内容確認の負担となることから、伝えたい内容の絞込みや、極力、

文字数を減らし、図やイラストを多用することなどにより、高齢者や子供まで興味がわく内容

とすることも大切である。 

 その基本事項としては、以下の項目が挙げられる。 

（１）内水ハザードマップに記載して住民に伝えるべき項目 

（２）内水ハザードマップに表示すべき図面の範囲 

（３）内水ハザードマップを見やすく、活用しやすくするための縮尺と形態 

これらの基本事項については、洪水ハザードマップ等他計画との整合を念頭において検討す

る。詳しくは、「4.12 他計画との整合」を参照されたい。 
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4.3 記載項目 

内水による浸水発生時における住民等の自助を促進し、住民等が自主的に行動を起こすこと

ができるようにするために必要と考えられる内水ハザードマップの記載項目は、全ての内水ハ

ザードマップに原則として記載することが必要な共通項目と、地域の状況に応じて記載するか

どうか判断すべき地域項目に分けられる。 

（１）共通項目 

   共通項目とは、内水ハザードマップに記載する必要最小限の記載項目をいう。ただし、避

難に関する情報については、避難の必要がないと判断される場合は、記載しなくてもよい。

   1）浸水に関する情報 

   2）避難に関する情報 

 （２）地域項目 

   地域項目とは、地域の特性に応じて浸水時に活用できる情報や、浸水を予防するのに役立

つ情報、平常時に住民が水害に関する意識を高めるために役立つ情報をいい、地域特性に応

じて記載項目の適否を判断する必要がある。 

   1）災害時活用情報 

   2）災害予防情報 

   3）災害学習情報 

 

【解 説】 

（１）共通項目について                                 

  内水ハザードマップは、内水による浸水情報と避難等に関する情報を、住民（受け手）の立

場に立った情報として提供することを目的として作成するため、浸水の情報及び避難等に関す

る情報を住民等にできるだけわかりやすく提供することが重要である。このため、内水ハザー

ドマップに記載する共通項目としては、原則として表４－１に示す項目が必要となる。 

特に、避難に関する情報については、内水の場合、浸水深によっては建物の中でより高い階

へ移動することも有効であることから、洪水の場合における避難の考え方との違いを考慮して

分かりやすく記載することが重要である。また、最大想定浸水深が概ね床下高未満※であって、

内水浸水想定区域内に地下街・地下室等の地下施設が無い場合、避難の必要がないと判断され

る場合は、避難に関する情報を記載しなくてもよい。 

さらに、表４－１に例示する記載内容については、地域特性、洪水ハザードマップとの連携

等を考慮して必要に応じて選択する。 

※床の高さは、直下の地面から 45cm 以上とすること（建築基準法施行令第 22 条） 
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表４－１ 内水ハザードマップの記載項目（共通項目） 

種別 記載項目 記載内容（例） 

①内水浸水想定区域図 浸水範囲、浸水深（又は床上浸水・床下浸水の区別）、

浸水位、浸水時間、流速、洪水に至るまでの時系列

的な浸水範囲・浸水深の変化等 

②浸水シナリオ 内水浸水想定区域図で想定する浸水シナリオ（地形

や浸水実績を活用した内水浸水想定手法を用いてい

る場合には、前提条件等を分かりやすく明示するこ

とが必須） 

③内水浸水想定区域設定の

対象降雨 

総雨量、１時間最大雨量、１時間未満の短時間最大

雨量、1時間毎及びピーク時の10分毎の雨量グラフ、

生起年月日、観測場所等 

④放流先河川等の水位条件 河川の水位設定、水門閉鎖水位、排水ポンプ場運転

調整水位等 

1） 

⑤最新の気象情報等の入手

先 

気象予報・警報の内容、気象観測所の名称、降雨レ

ーダー、河川水位、下水道幹線水位等観測所の名称、

電話番号、ホームページアドレス、放送機関のチャ

ンネル・周波数等 

①避難場所 避難施設名称、住所、電話番号、階数等 

②避難時危険箇所 開水路、アンダーパス、土砂災害警戒危険区域等 

③洪水予報、避難情報の伝

達方法 

洪水予報、水位情報、避難準備、避難勧告等の伝達

経路と伝達手段等 

2） 

④避難勧告等に関する事項 避難勧告等の発令基準、発令の参考となる情報等 

 

 

（２）地域項目について                                 

  地域項目とは、地域の特性に応じて浸水時に活用できる情報や、浸水を予防するのに役立つ

情報、平常時に住民が水害に関する意識を高めるために役立つ記載項目をいい、内水ハザード

マップの理解を深め、自助の促進に資する情報について、地域の特性に応じて、その必要性を

判断し、記載する必要がある。地域項目として記載する項目を表４－２に示す。 

 

避
難
に
関
す
る

情
報 

浸
水
に
関
す
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情
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表４－２ 内水ハザードマップの記載項目例（地域項目） 

種別 記載項目 記載内容（例） 

①過去の浸水実績 浸水範囲、浸水深、浸水時間、浸水被害状況（床上

浸水、床下浸水、道路冠水）、浸水時の降雨実績、浸

水年月日等 

②地下街・地下室等の情報 地下街の位置、アンダーパス（下越道路）の位置 

③自助に関する事項 土のう、止水板、災害時準備品等 

④共助に関する事項 災害時要援護者施設名称、所在地、災害時要援護者

避難支援プラン、自主防災組織活動等 

⑤排水ポンプ場の情報 排水ポンプ場位置、ポンプ排水区域、排水ポンプ場

運転調整水位等 

1） 

災 

害 

時 

活 

用 

情 

報 
⑥その他  

①適正な土地利用への誘導 低地盤地区、地下室設置時留意事項、盛土等建築時

の工夫 

②貯留・浸透施設の設置に

関する事項 

自治体設置施設位置、規模、各戸対策施設の紹介、

助成制度、優遇措置等 

2） 

 

③その他 交通・生活関連情報等 

①水害の発生メカニズム、

地形と氾濫形態 

洪水、浸水の起こり方、水門操作、排水ポンプ運転、

地表面流、水害写真等 

②下水道の役割 下水道の目的、排除方式、機能等 

3） 

 

③下水道整備状況、整備計

 画 

都市浸水対策達成率、雨水整備計画、整備後の効果

等 

 

災
害
予
防 

情
報

災
害
学
習 

情
報
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【解 説】 

  浸水に関する情報として、対象とする浸水シナリオ及び対象とする降雨並びに放流先河川等

の水位条件等の設定条件を明記することにより、浸水シミュレーションに基づく内水浸水想定

区域及び浸水深等が、住民等に適切に理解されるよう努める。 

  住民等が、自ら最新の気象情報等を積極的に収集し、自らの判断で危険性の認知や避難等の

自助行動を取るといったような自助意識を醸成することを念頭に、記載する情報を十分に検討

する必要がある。 

（１）内水浸水想定区域図 

内水浸水想定区域図に関する情報として、浸水範囲及び浸水深を内水ハザードマップに記載す

る。浸水深の表示例については、「4.10 縮尺と形態」【解 説】の凡例の事例を参照されたい。そ

の他の記載項目として浸水位を表示することも有効である。これにより、住民が浸水位を参考に

宅地の高さの設定することが可能となる。 

なお、浸水時間は、浸水深の情報と合わせて見ることにより、避難すべきかなどを判断するた

めの情報であるので記載することが望ましい（図４－２参照）。 

また、地表勾配の大きな地形では、水深が浅くても流速が大きいために歩行が困難になる場合

があるので（図４－３参照）、避難できるかを判断する目安として流速を表示することも効果的で

ある。 

洪水ハザードマップと連携して内水浸水想定区域図を表示する方法としては、以下の例がある

が、それぞれ表４－３に示す特徴や地域の特性を考慮して適切な方法を採用する。 

ｲ) 重合せ表示：内水浸水想定区域図と洪水浸水想定区域図とを重ねて表記する方法 

ﾛ) 並列表示：内水浸水想定区域図と洪水浸水想定区域図とを並列表記する方法 

ﾊ) 複合表示：重ね合わせ表示と並列表示を１枚の図面又は複数の図面に表記、もしくはそ

の他の降雨における浸水想定区域図もあわせて表記する方法 

 

4.4 共通項目：浸水に関する情報 

浸水に関する情報は、住民等に浸水の範囲とその深さ等が設定条件とともに適切に理解さ

れ、住民等が、自ら浸水に関する情報収集を行い、避難等の自助行動を取るための適切な判断

が可能となるような情報について記載する。 

 浸水に関する情報としての記載項目は、以下のとおりである。 

（１）内水浸水想定区域図 

（２）浸水シナリオ 

（３）内水浸水想定区域設定の対象降雨 

（４）放流先河川等の水位条件 

（５）最新の気象情報等の入手先 
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図４－２ 浸水時間の記載例（出典：浦安市水害ハザードマップ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３ 避難時に水中歩行できる領域 

（出典：地下空間における浸水対策ガイドライン同解説〈技術資料〉） 

 

 

表４－３ 内水ハザードマップと洪水ハザードマップで連携する場合の浸水想定区域図の表示方

法（例）とその特徴 

表示方法（例） 特 徴 

ｲ) 重合せ表示 
内水浸水想定区域

図と洪水浸水想定

区域図とを重ねて

表記する方法 

・ 紙面に限りがあるマップ形式の場合は図を大きく表示できる。 
・ 浸水区域や避難等に関する情報が１枚の図面で住民に提示できる。 
・ 洪水浸水想定区域内の内水浸水想定区域の状況（分布・深さ）が分かり

にくい。（洪水と内水の浸水エリアの表示方法を枠囲い、ハッチング等に

よって変えることも必要） 
・ 内水時の避難等の情報としては分かりにくい。 

ﾛ) 並列表示 
内水浸水想定区域

図と洪水浸水想定

区域図とを並列表

記する方法 

・ 紙面に限りがあるマップ形式の場合には、図が小さくなり見にくくなる。

・ 冊子形式などの工夫が必要。 
・ 洪水浸水想定区域内の内水浸水想定区域の状況（分布・深さ）が分かり

やすい。 
・ 区域図の違いや、洪水時と内水時の避難等に関する分かりやすい説明が

必要。 
ﾊ) 複合表示 
重ね合わせ表示と

並列表示の組み合

わせにより浸水想

定区域図を表記す

る方法 

・ 紙面に限りがあるマップ形式の場合には、図が小さくなり見にくくなる。

・ 別途表記する図を小さめに表現する、冊子形式にする等の工夫が必要。

・ 洪水浸水想定区域内の内水浸水想定区域の状況（分布・深さ）が分かり

やすい。 
・ より多くの情報をきめ細かく提供することが可能となる。 
・ 情報がさらに多くなるため、区域図の違いや、洪水時と内水時の避難等

に関する分かりやすい説明が必要。 



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

54 

 

図４－４ 内水と洪水の浸水想定区域図の重合せ表示の事例 

（出典：茅ヶ崎市洪水ハザードマップ） 

内水浸水想定区域 

主に洪水の浸水想定区域 

（内水と洪水の浸水想定区

域図が重なっている） 
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図４－５ 内水と洪水の浸水想定区域図の並列表示の事例 

（出典：大阪市防災マップ） 

 

図４－６（1/2） 内水と洪水の浸水想定区域図の複合表示の事例（表面に内水浸水想定区域図） 

（出典：四日市防災マップ） 

洪水の浸水想定区域図 内水浸水想定区域図 洪水の浸水想定区域図 

内水浸水想定区域図のみ 
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図４－６（2/2） 内水と洪水の浸水想定区域図の複合表示の事例（裏面に内水と洪水の浸水想定

区域図の重ね合わせ図）（出典：四日市防災マップ） 

 

（２）浸水シナリオ 

内水浸水想定区域図作成の前提となる浸水シナリオを記載する。例えば、内水浸水想定区域図

では、下水道の雨水排水能力を上回る降雨の場合や、河川に放流できない場合を想定しているこ

とを明示する。また、内水ハザードマップ単独でハザードマップを作成している場合は、河川の

堤防の決壊や河川からあふれた水による氾濫は想定していないことも明示する。ただし、実際の

降雨規模や降雨継続時間によっては、想定しているシナリオから洪水ハザードマップで想定して

いる浸水シナリオに移行する恐れがあることについて、住民に十分に理解されるよう記載する必

要がある。 

特に、浸水想定区域を設定した際の条件については、分かりやすく記載するとともに、今後の

データ等の充実により浸水想定区域の変更もありうることを伝える必要がある。 

（３）内水浸水想定区域設定の対象降雨 

内水ハザードマップの基本資料である内水浸水想定区域設定の対象降雨について、例えば当該

地域における既往最大級の降雨であるか、他地域での大規模な降雨であるかを明示する必要があ

内水浸水想定区域図

と洪水の浸水想定区

域図を重ねて表示（内

水浸水想定区域はメ

ッシュ状で、洪水の浸

水想定区域はスムー

ジング化されている） 
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る。なお、対象降雨の規模（総雨量、1時間最大雨量、10 分間の降雨量等）が住民に容易に理解

されるよう、1時間や 10 分間ごとの雨量グラフを下水道計画降雨と対比して示す、洪水ハザード

マップの対象降雨と比較して示す、洪水に至るまでの時系列変化を分かりやすくするために段階

的な強さの降雨を（内水浸水想定区域等の変化と併せて）示すなど、効果的な記載方法を検討す

ること。 

また、設定した対象降雨と異なる降雨が発生し、実際の浸水範囲や浸水深が内水浸水想定区域

図と異なる場合があることも記載しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－７ 対象降雨の説明文事例（出典：浦安市水害ハザードマップ） 

 

（４）放流先河川等の水位条件 

内水浸水想定区域の設定における放流先河川の水位設定の考え方や水門閉鎖水位、排水ポンプ

場運転調整水位等についても記載しておくことが望ましい。 

（５）最新の気象情報等の入手先 

行政からの情報を待つだけでなく、住民等が自ら積極的に情報収集を行うことを促進すること

が重要である。特に、住民に自らの意思で行動し、自分の身は自分で守るという自助意識の醸成

のためにも、住民等が容易に最新の気象情報等を得られるよう、その入手先を内水ハザードマッ

プに記載しておくことが重要である。 

また、局地的な集中豪雨など降雨量が空間的に大きく偏る場合もあることから、大雨注意報、

洪水注意報、大雨・洪水警報等の発令基準を示すとともに、住民自らが実際の降雨状況から当該

地域の降雨量を推測し、適切な自助活動が可能となるよう、発令基準、1 時間雨量、予報用語等

と人の受けるイメージの関係について整理し、それらの情報を「災害学習情報」として記載して

おくことも効果的である。 
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水防法に基づく洪水予報河川や水位周知河川においては、洪水ハザードマップに関連した気象

情報や避難に関する情報等の伝達についての整備が進められているが、その他の中小河川等の流

域に位置する排水区域での浸水情報の伝達については、比較的整備が遅れている。近年は、下水

道施設の管理を目的として設置された雨量計、水位計、流量計、監視カメラ等の情報をテレメー

タやインターネット及び下水道光ファイバーを利用して、リアルタイムで収集することが可能と

なっていることから、これらの最新の気象情報等を広く地域住民に提供するとともに、河川、道

路、水防関係者、ライフライン機関等とも相互に情報交換を図ることにより、内水浸水に関する

情報提供の充実を図る必要がある。 

最新の気象情報等の入手先として記載するものとしては、以下のものが考えられる。 

・気象観測所の位置、名称、電話番号、ホームページアドレス 

・降雨レーダーデータ、河川水位、下水道幹線水位等の観測所の位置、名称、電話番号、ホー

ムページアドレス 

・テレビ局、ラジオ局のチャンネル、周波数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－８ 雨の降り方の解説例（出典：名古屋の防火＆防災） 
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                        ホームページアドレス：http://tokyo-ame.jwa.or.jp/ 

 図４－９ 気象情報の例（出典：東京都下水道局 東京アメッシュ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページアドレス：http://www.river.go.jp/ 

図４－１０ 川の防災情報（出典：国土交通省） 

 

 

【携帯電話用】 
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【解 説】 

  内水浸水想定区域は、水防法に基づく浸水想定区域とは浸水範囲及び浸水深等の浸水状況が

異なる。このため、避難場所の設定に当たっては、市町村地域防災計画において定められた避

難場所や、洪水ハザードマップが作成されている場合の避難場所との調整を図るとともに、一

時的な待避による対応についても検討する必要がある。また、住民等が避難行動を取る際に危

険な箇所の存在や、避難の際の留意事項についても記載する必要がある。 

  なお、避難勧告等の避難に関する情報については、どのような状況の時に避難に関する情報

が、どのような経路で伝達され、その際に住民がどのように行動すればよいか、十分理解され

るよう具体的に記載する必要がある。 

（１）避難場所 

避難場所の記載に当たっては、内水浸水想定区域図や過去の浸水実績等の情報から、避難場所

としての妥当性や、必要に応じた一時的な待避による対応等の検討を行う必要がある。 

①避難場所としての妥当性の検討 

内水ハザードマップへの避難場所の記載に当たっては、内水浸水想定区域図に表示された

区域及び浸水深の情報や、避難場所までの移動時間や避難経路上の障害物の有無を考慮し、

避難場所としての妥当性を検討する。 

市町村地域防災計画において定められた避難場所は、主に地震災害を想定して指定されて

いる場合が多いため、内水浸水想定区域内に、既に避難場所が設定されている場合には、想

定される浸水の情報と避難場所としての妥当性について、防災部局等の関係部局に情報を提

供し、調整を図る必要がある。 

また、隣接する市町村に、より適切な避難場所が存在する場合は、隣接する市町村と連携

し、避難場所として設定するよう柔軟な対応を図ることが必要である。 

なお、避難場所の選定に当たっては、浸水シミュレーションによる浸水深、流速等を確認

4.5 共通項目：避難に関する情報 

避難に関する情報は、内水浸水想定区域の特徴を踏まえ、一時的な待避による対応等柔軟な

避難に関する情報や、住民等が適切なタイミングで避難・待避行動が取れるような情報の伝達

方法等について記載する。 

避難に関する情報としての記載項目は、以下のとおりである。 

（１）避難場所 

（２）避難時危険箇所 

（３）洪水予報、避難情報の伝達方法 

（４）避難勧告等に関する事項 
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し、浸水深に応じた避難時利用可能階を設定する等の柔軟な対応も必要である。内水による

浸水であっても大きな流速が想定され、外力に対する建物の堅牢性や転倒・滑動について照

査が必要な場合は、「津波・高潮ハザードマップマニュアル、平成 17 年 6 月、内閣府政策統

括官（防災担当）他」を参考とされたい。 

 

②一時的な待避 

内水浸水想定区域内であっても、マンション・ビル等の堅牢かつ高層な建築物であれば、

想定される浸水深以上の上層階を一時的な待避場所として活用できる。ただし、浸水が長時

間に及ぶと予想される場合には、一時的な待避場所ではトイレや食料品の確保が困難となる

恐れがあることも留意しておく必要がある。 

公的施設以外で一時的な待避場所として活用することが有効な場合は、あらかじめ建物の

所有者との調整を行い、その建物を一時的な待避場所として指定しておくことが望ましい。 

また、避難のための十分な時間が確保できない場合や、浸水深が既に 50cm を上回ってい

る（膝上までの浸水）場合の避難行動は、危険を伴うことに留意すべきである。そのような

場合は、予定された避難場所に避難することが必ずしも適切ではなく、自宅の 2階への待避

や近隣の安全な建物への避難等、状況に応じて柔軟に対応すべき旨を記載しておくことは、

避難時の事故防止を図るうえで重要である。 

なお、浸水深と住宅高さの関係は概ね以下のとおりであり、避難場所へ避難すべきか自宅

の 2階や近くの高所に待避すべきか判断する目安となる。これら一時的な待避や状況に応じ

た柔軟な対応の必要性については、「自助に関する事項」等で示しておくことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１１ 浸水深と住宅高さの関係 

 

 

 

1 階床面 

2 階床面 

地下室 

0.45m 以上 

2.1m 以上 

(2.4m) 

2.1m 以上 

(2.4m) 

(0.3m～0.6m) 

（ ）：一般的に採用されている高さ 

※居室の天井高さは、2.1m 以上でなければならない

（建築基準法施行令第 21 条）。 
※ 



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

62 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図４－１２  避難場所の表示例（出典：幸手市洪水避難地図） 

  

（２）避難時危険箇所 

住民が避難を行う際に危険が及ぶことが想定される箇所については、避難時危険箇所として示

しておく必要がある。浸水時には、道路と開水路の区別が困難であり、水路に転落する危険性や、

下水道管への急激な大量の雨水の流入と管内の空気圧力によってマンホール蓋が浮き上がる現象

により、マンホール構内に転落する危険性が高い。また、過去の出水で通行止めになった道路や

冠水して通行できなくなる恐れがあるアンダーパス（下越道路）も危険箇所として注意が必要で

ある。 

その他、急傾斜地崩壊危険区域等の土砂災害警戒危険区域をはじめ、避難の際に、浸水以外の

災害が発生する恐れのある箇所については、内水ハザードマップに記載しておくことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１３  危険箇所の表示例 

（出典：北九州市洪水避難地図防災情報マップ 小倉北区版） 
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（３）洪水予報、避難情報の伝達方法 

洪水予報や水位情報、避難情報（避難準備、避難勧告、避難指示）の発信元から住民までの伝

達経路と伝達手段を示す。内水による浸水被害の最小化を図るには、住民等が状況を理解し、取

るべき行動を適切に判断できるための情報を、正確かつ確実に時機を得て伝達することが重要で

ある。特に、排水ポンプ場の近くでは、排水ポンプ場運転調整がなされた場合に短時間で浸水深

が増加する恐れがあることから、住民等への確実な情報伝達が求められる。 

伝達経路及び伝達方法については、複数の伝達経路から異なった情報が伝達されることのない

よう、伝達経路を明確に設定した上で、降雨時の状況を想定しながら伝達情報の性格や地域特性

に応じて複数の手段を組み合わせる等、特に災害時要援護者への確実な伝達方法を具体的に定め

ておくことが重要である。 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１４  避難情報の伝達方法事例（出典：山形市洪水避難地図） 

 

（４）避難勧告等に関する事項 

避難勧告等の避難情報について、関係機関から提供される情報や市町村自ら収集する情報等を

基に、どのような状態で発令すべきなのか判断基準をあらかじめ整理し、内水ハザードマップに

記載しておくことは、住民が自らの判断で、適切なタイミングで避難等の自助行動を取ることに

もつながるため有効である。 

そのためには、市町村防災計画や水防計画に定められた避難勧告等の発令基準について、どの

ような状況で発令されるのか、また、住民がどのように行動すればよいかを記載することが望ま

しい。避難勧告等の発令時の状況や発令の参考となる情報について表４－４に示す。詳細につい

ては、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン、平成 17 年 3 月、集中豪雨時等に

おける情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会」を参照されたい。 
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表４－４  避難勧告等の発令時の状況と発令の参考となる情報 

 発令時の状況 発令の参考となる情報 住民に求める行動 

対象河川等 － 

洪水予報指定河川、水位周

知河川以外の中小河川、内

水等 

－ 

避難準備 

（要援護者 

避難） 

情報 

・要援護者等、特に避難行

動に時間を要する者が避

難行動を開始しなければ

ならない段階であり、人

的被害の発生する可能性

が高まった状況 

・近隣での浸水や、河川の

増水、当該地域の降雨状

況や降雨予測等により浸

水の危険が高い。 

・排水先の河川の水位が、

排水ポンプ場の運転調整

の準備に入る水位に到達

する。 

・要援護者等、特に避難行

動に時間を要する者は、

計画された避難場所への

避難行動を開始（避難支

援者は支援行動を開始）

・上記以外の者は、家族等

との連絡、災害用持出品

の用意等、避難準備を開

始 

避難勧告 

・通常の避難行動ができる

者が避難行動を開始しな

ければならない段階であ

り、人的被害の発生する

可能性が明らかに高まっ

た状況 

・近隣での浸水が拡大。 

・排水先の河川の水位が高

くなり、排水ポンプ場の

運転調整の運転停止水位

に到達することが見込ま

れる。 

・通常の避難行動ができる

者は、計画された避難場

所等への避難行動を開始

避難指示 

・前兆現象の発生や、現在

の切迫した状況から、人

的被害の発生する危険性

が非常に高いと判断され

た状況 

・堤防の隣接地等、地域の

特性等から人的被害の発

生する危険性が非常に高

いと判断された状況 

・人的被害の発生した状況

・近隣で浸水が床上に及ん

でいる。 

・排水先の河川の水位が高

くなり、排水ポンプ場の

運転調整の運転停止、水

門閉鎖。 

・避難勧告等の発令後で避

難中の住民は、確実な避

難行動を直ちに完了 

・未だ避難していない対象

住民は、直ちに避難行動

に移るとともに、そのい

とまがない場合は生命を

守る最低限の行動 

（出典：「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」より編集、一部加筆） 
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図４－１５ 避難準備情報・避難勧告の発令時の状況 

（出典：名古屋市の防火＆防災） 

 

 



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

66 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 説】 

対象降雨により発生する内水浸水想定区域以外に、過去の浸水実績や、ポンプ排水区域がある

場合の排水ポンプ場運転調整水位等を記載することは、住民等が浸水時の危険性を察知するのに

有効である。また、浸水が発生した場合の自助や共助による対応として、土のうや止水板の設置、

災害時要援護者への支援など、住民自らが被害を軽減するのに役立つ具体的な対応策を記載する

ことが必要である。 

（１）過去の浸水実績 

内水浸水想定区域以外に、過去の浸水実績や地域特性として浸水が頻繁に発生する地区を内水

ハザードマップで示しておくことは、住民等の自助意識を醸成する上で効果的である。過去の浸

水実績として記載すべき情報は、浸水範囲、浸水深、浸水時間等が挙げられるが、床上浸水、床

下浸水、道路冠水等の浸水被害状況を区分して表示し、合わせて、浸水被害の発生年月日や降雨

状況についても記載するなど、住民が被害状況を容易にイメージできるよう記載方法を工夫する

ことが望ましい。 

浸水実績の表示方法としては、過去の複数の浸水実績を重ね合わせて表示する場合や過去に発

生した代表的な浸水実績を抽出して表示する場合等が考えられるが、浸水発生時の降雨規模や浸

水の発生原因を勘案し、住民が容易に理解できるような表示方法を検討する必要がある。 

浸水実績の記入の一例を以下の図に示す。 

 

 

 

 

 

 

4.6 地域項目：災害時活用情報 

災害時活用情報は、住民が浸水時に危険を察知し、浸水被害を軽減するために自らが取るべ

き行動に役立つ情報について記載するものとする。 

災害時活用情報としての記載項目は、以下のとおりである。 

（１）過去の浸水実績 

（２）地下街、地下室等の情報 

（３）自助に関する事項 

（４）共助に関する事項 

（５）排水ポンプ場の情報 

（６）その他 
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図４－１６  過去の浸水実績記入例（出典：東京都北区洪水ハザードマップ） 

 

（２）地下街、地下室等の情報 

地下街等は閉鎖的な空間であり、一旦浸水が始まれば水位が急激に上昇する恐れがあり、水災

上の危険性が極めて高い。また、地下街等（地下街その他不特定かつ多数の者が利用する地下に

設けられた施設）の利用者は、最新の気象情報や河川の状況等の把握が困難であるため、浸水の

危険性の認知が遅れ、人命に関わる深刻な被害を受ける可能性がある。 

そのため、内水浸水想定区域内に地下街等があり、浸水時において円滑かつ迅速な避難を確保

する必要があると判断される施設については、その所在地を記載するほか、避難情報の伝達方法

や浸水時の状況等について、地下街管理者や地下街等の利用者に必要な情報を記載する必要があ

る。 

浸水シミュレーションで地下から地上に出る階段上端部分と想定浸水深との差（越流水深）が

20cm 以上になると予想される地下街等では、地下に流入する水の流れが速く、階段を昇るのが困

難な状況となる。この場合、過去の浸水実績や浸水シミュレーションにより想定される浸水深の

上昇速度と地上部での浸水状況を勘案し、地下にいる人々に避難を呼びかけて避難が完了するま

での時間を考慮した上で、迅速な避難の呼びかけ、誘導及び地下への流入を遅らせるための止水

板や土のうの設置等の対策が必要となる。詳しくは、「地下空間における浸水対策ガイドライン、

地下空間における浸水対策検討委員会」、「地下街等浸水時避難計画策定の手引き（案）、平成 16

年 5 月、（財）日本建築防災協会」を参照されたい。 

なお、道路や鉄道横断部に設けられたアンダーパス（下越道路）は、当該箇所に設置された排

水ポンプ場の能力を上回るような降雨が発生した場合は、短時間で浸水して危険な場合があるの

で、注意を促すことも必要である。 
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地下街、地下室等に関する情報の表示例を次に示す。 

 

 

図４－１７  地下室の危険要因 

（出典：（財）日本建築防災協会、浸水時の地下室の危険性について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１８ 地下施設の表示例（出典：広報こうべ特別号（中央区）） 
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図４－１９ 地下鉄の浸水表示例 

（出典：名古屋市 天白川洪水ハザードマップ） 

 

（３）自助に関する事項 

緊急かつ効果的に浸水被害を軽減するためには、住民自らの水防活動を促進することが重要で

あり、自助としての水防活動について具体的に記載する必要がある。特に、浸水初期の段階や、

想定浸水深が 20cm 程度以内の場合、家庭で身近にあるものを使った簡易な水防工法により、容易

に浸水被害を軽減することが可能となる（図４-２０参照）。なお、地下街等広範囲に浸水の防止

が必要な場合は、止水板の設置が有効であり、浸水深が 20cm を超え 50cm 程度以内と想定される

区域においては、床下浸水を軽減するため土のう等の準備（図４-２１参照）が必要となる。 

想定される浸水深が、土のうや止水板の高さを上回る区域においては、一般的には避難が必要

となるため、平常時から水災発生時に必要なものを準備しておくことが必要であり、準備物のリ

ストを内水ハザードマップに記載しておくことも有効である。 

なお、想定される浸水深が、避難を必要とする深さでない場合や想定される浸水時間が短時間

の場合、あるいは避難のための十分な時間が確保できない場合には、予定された避難場所に避難

することが必ずしも適切ではなく、自宅の 2階や近隣の安全な建物への一時的な避難が有効とな

る場合があることについて記載しておくことは、避難の際の事故を未然に防止するうえで重要で

ある。 

また、避難をする場合には、原則として徒歩による。単独での避難行動は危険が伴うため 2人



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

70 

以上で避難すること、長靴は水が入ると歩きにくくなること、開水路や蓋のずれたマンホールに

落ちないよう探り棒あるいはその代用としてスキーストックなどを用意しておくことを記載して

おくことも有効である。 

避難時に車を使用すると交通渋滞を招き、道路冠水等により動けなくなる。このため、車によ

る避難は、避難準備情報が出た初期の段階に、徒歩による避難が困難な災害時要援護者等の移動

のために使用する等限定すべきである。 

自助に関する情報の表示例を次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２０ 簡易水防工法の例（出典：名古屋の防火＆防災） 

 

 

 

 

 

 

図４－２１  土のう、止水板の設置 

（出典：（財）日本建築防災協会、浸水時の地下室の危険性について） 
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図４－２２ 避難時の心得（出典：文京区水害ハザードマップ） 

 

（４）共助に関する事項 

地域における災害時要援護者、すなわち高齢者、乳幼児、妊婦、身体障害者、知的障害者、精

神障害者、病人、難病等の患者、外国人等の災害時に必要な情報を得ることや、迅速かつ適正な

避難あるいは待避行動をとることが困難な人々については、被災の危険性が高いため、積極的に

地域ぐるみで支援をしていく必要がある。 

このため、災害時要援護者に係わる施設の名称、所在地を内水ハザードマップに記載し、さら

に災害時要援護者への避難支援プランをあらかじめ作成しておくことが重要である。詳しくは、

「災害時要援護者の避難支援ガイドライン、平成 18 年 3 月、災害時要援護者の避難対策に関する

検討会」を参照されたい。 

また、災害時要援護者だけでなく、健常者においても単独の行動は危険性が高いため、近隣住

民への呼びかけを行い、避難勧告等の情報を確実に伝達したうえで、集団で避難や一時的な待避

行動が取れるような体制を構築しておくことが望ましい。 

自主防災組織は、住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組織であり、水災発生時におけ

る地域の避難救援活動、災害復旧活動に機能することが大いに期待される。このため、地域住民

自らが地域の自主防災組織の有無や連絡体制等について確認することを、内水ハザードマップに

おいて促すことも必要である。 

自主防災組織や町内自治会の活動事例を以下に示す。 

・水災時に電話等の情報伝達手段が使えなくなることを想定した情報伝達の訓練 

・様々なハザードマップをもとに地域特性に応じた項目を追加した複合的なハザードマップ作

り 

・マンション上階等を一時的な待避場所として提供する取り決め 

・水はけをよくするための雨水ますや側溝のゴミや泥の定期的清掃 

共助に関する情報の表示例を次に示す。 
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図４－２３  避難支援プラン作成例 

（出典：災害時要援護者の避難支援ガイドライン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２４ 自主防災活動例（出典：名古屋市の防火＆防災） 
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（５）排水ポンプ場の情報 

自然排水が困難になった場合に排水ポンプ場による強制排水が行われる排水区域や、常時排水

ポンプ場により内水排除が行われている排水区域においては、放流先河川の水位が上昇した場合、

河川の堤防等の安全性を確保するために排水ポンプ場の運転調整が必要となる恐れがある。この

場合、排水区域内の浸水が急激に拡大することとなる。 

そこで、排水ポンプ場の位置やポンプ排水区域、さらにどのような条件で排水ポンプ場が運転

調整することがあるか等の情報についてわかりやすく記載することは、住民に対して排水ポンプ

場の役割や緊急時の避難等の自助対応の必要性についての理解を促進するうえで重要である。 

排水ポンプ場の情報の表示例を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２５  排水ポンプ場の情報事例 

（出典：西枇杷島町 災害に備えるマップ） 

※発刊時において、図中の西枇杷島町は清須市に、名古屋土木事務所は尾張建設事務所に、西枇杷島町

役場は清須市西枇杷島町庁舎にそれぞれ変更となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解 説】 

平常時からの災害予防情報として、住宅建築時の土地利用に関する情報の提供や建築上の対応

策等を例示することは、浸水被害の予防あるいは軽減に有効である。建築上の対応策の一つとし

て、個別貯留・浸透施設の設置に関する助成制度等を導入している自治体においては、積極的に

4.7 地域項目：災害予防情報 

災害予防情報は、浸水の発生に備えて平常時に住民等による対応が可能な情報をいい、浸水

被害の予防あるいは軽減に役立つ情報を記載するものとする。 

  災害予防情報としての記載項目は、以下のとおりである。 

（１）適正な土地利用への誘導 

（２）貯留・浸透施設の設置に関する事項 
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広報することも重要である。 

（１）適正な土地利用への誘導 

都市への人口集積が進むと、既存集落よりも低いところにある田畑や草原だった土地が、市街

化されるようになるが、それらの土地では、過去の浸水実績が記録として残されていることが少

なく、浸水への配慮がなされないまま開発が進められていることがある。 

宅地等の開発に際し、過去の浸水実績等の当該地域の浸水に関する情報が内水ハザードマップ

等により公表されていれば、宅地としての開発が抑制、又は他用途として利用形態が変更される

など、長期的な観点から浸水安全度の低い住宅ストックの増加が抑制されることが期待できる。

また、そのような土地で住宅等を建築する場合であっても、施設の耐水化等の設計に当たっての

留意事項を記載しておくことにより、内水による浸水被害を軽減することが可能となる。 

① 建築時の留意事項 

浸水する恐れのある低地部の住宅では、敷地高のかさ上げや、床上まで浸水しないよう高

床式とする等の施設の耐水化を図ることで浸水被害が軽減できる。床上浸水に備えて家財を

2階に移動させやすいよう、階段の踊り場や階段幅を広くしておく等の工夫も考えられる。 

② 地下室等設置時の留意事項 

地下室等（半地下を含む）を設置する場合は、直接外部への出入り口を設けないか、設け

る場合は出入り口の前面を周囲より高くする。その他、ドライエリア周囲の壁を高くする、

換気口を立ち上げる、扉の前室を広くする、扉の下部を転倒式にする等の工夫が必要である。 

また、下水管きょ内の水位上昇によって地下施設に下水が逆流する恐れがあるので、排水

ポンプ場の設置による予防措置が必要である。 

適正な土地利用への誘導に関する情報の表示例を次に示す。 
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図４－２６  地下室・半地下家屋への注意事例 

（出典：東京都下水道局 地下室・半地下家屋にご用心!?） 

 

（２）貯留・浸透施設の設置に関する事項 

ハードの浸水対策としては、都市化によって増大するピーク流出量に対応する雨水流出抑制を

目的とした貯留・浸透施設を効果的に組み込むことが重要である。そのため、公助によるハード

対策としての大規模貯留管や調整池等の整備、他の主体との連携による学校、公園、駐車場等と

一体となった多目的な貯留・浸透施設の整備を進める一方、自助として個別の建築物や宅地にお

ける貯留・浸透施設の導入を住民等に積極的に要請することが必要である。一つ一つの流出抑制

効果は小さいものの、流域全体にわたってきめ細かく広げていくことにより、相当の効果が期待

できる。また、貯留・浸透施設の設置の促進により、浸水対策としてだけでなく、流域の水循環、

水と緑のネットワーク、ヒートアイランド対策等の都市の身近な水資源として多面的な効果が期

待される。 

公助として整備された貯留・浸透施設については、内水ハザードマップにその位置や規模を表

示することも効果的であるが、施設の流出抑制能力を超える降雨に対しては注意が必要な旨を記

載しておく必要がある。 

また、自助として住民等により貯留・浸透施設を整備する場合は、助成金による支援や税制・

金融上の特例措置が制度化されている。特に、自治体独自で条例や要綱により貯留・浸透施設の

整備に関する助成制度が設けられている場合は、積極的に広報し、制度の活用を推進することが

望ましい。 
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ただし、浸透施設の設置にあたっては、地盤特性が浸透適地かどうか、また、浸透適地であっ

ても、雨水の浸透により地すべり等が発生する恐れがないかどうか等について留意する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２７ 貯留浸透施設（出典：㈳雨水貯留浸透技術協会） 
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【解 説】 

地域特性を踏まえた浸水の発生メカニズム等を説明することにより、日頃から水害に対する住

民等の理解を深め、自助の意識を醸成することが有効である。さらに、公助としての水害への取

り組み状況を記載することによって、公助・自助として行政と住民等がお互いに果たす役割につ

いての理解が深められることが期待できる。 

（１）水害の発生メカニズム、地形と氾濫形態 

内水や洪水に関する基礎的な知識を内水ハザードマップに記載することは、水害に対する意識

を高め、地域の水害特性等の周知を図るうえで効果的である。内水による浸水被害の発生メカニ

ズムとして、下水道施設の雨水排水能力を超える降雨により、下水道から雨水が地表面に流出す

る場合があることや、下水道の雨水排水能力以内の降雨であっても放流先河川の水位上昇によっ

て自然放流ができずに水があふれる場合があること、排水ポンプ場による強制排水区域において

は、放流先河川の水位が一定以上となった場合に排水ポンプ場の運転調整を行うことがあること

等を内水ハザードマップで周知することは、浸水に対する住民のリスク認識を高めるうえで効果

的である。 

さらに、過去の浸水実績や、近年発生した都市型水害による被害写真を掲載し、近年の集中豪

雨の発生状況を解説すること、降雨の規模による違いや、洪水に至るまでの時系列を分かりやす

く示すため、これらの対象降雨よりも小さな降雨を追加することも、地域住民がハザードマップ

の意義を理解するうえで有効である。 

水害の発生メカニズム、地形と氾濫形態に関する情報の表示例を次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

4.8 地域項目：災害学習情報 

災害学習情報は、水害に対する住民等の意識向上を図り、内水対策を含めた下水道が果たす

役割について理解を深めるのに役立つ情報を記載するものとする。 

災害学習情報としての記載項目は、以下のとおりである。 

（１）水害の発生メカニズム、地形と氾濫形態 

（２）下水道の役割 

（３）下水道整備状況、整備計画 



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２８  氾濫形態の解説例（出典：七宝町 ハザードマップ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２９  地形の解説例（出典:大阪市－水害に備えて-防災マップ） 
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（２）下水道の役割 

下水道は、単にナショナルミニマムとしての生活排水対策だけでなく、「安全」、「環境」、「暮ら

し・活力」に関わる多様な役割を担っている。内水ハザードマップに下水道の多様な役割を紹介

することで、都市の浸水対策としての下水道の役割を周知することに加え、さらに下水道に対す

る住民の理解が一層深まることが期待される。情報の表示例を次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３０ 下水道の多様な役割 

（出典：国土交通省都市・地域整備局下水道部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３１ 下水道の役割 

（出典：国土交通省都市・地域整備局下水道部） 

下水道の役割

河川の役割
（外水対策）

（内水対策） 川や海へ

● 内水対策は下水道の役割

降った雨が下水道や河川に排水できないことによって
引き起こされる浸水被害→内水被害
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（３）下水道整備状況、整備計画 

下水道による浸水対策の実施状況や整備の効果を内水ハザードマップに記載することは、住民

に公助としてのハード対策の取り組み状況について理解を深める上で効果的である。具体的には、

都市浸水対策達成率の推移の表示、下水道整備済み路線と整備計画路線の表示、貯留管の設置前

と設置後における同規模相当降雨時の床上・床下浸水家屋数の公表、施設の最適運用による浸水

被害軽減の工夫の表示等が考えられる。情報の表示例を次に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３２  下水道整備状況を記載した例 

（出典：芦屋市土砂災害危険箇所図及び浸水情報マップ） 
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4.9 作成範囲 

内水による浸水に関する情報や避難に関する情報等を住民にわかりやすく提供するために、

内水ハザードマップを作成する適切な範囲を検討する。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、市町村全域を対象とすることが望ましいが、内水浸水想定区域図を基

本資料として作成するものであることから、浸水が想定される区域に限定した地区を対象とする

ことも考えられる。 

内水ハザードマップは内水による浸水に関する情報や避難に関する情報等を住民にわかりやす

く提供することを目的としたものであり、これらの情報を住民等に公表・周知するに当たり、最

も効果的な範囲を検討して内水ハザードマップを作成することが必要である。 

なお、市町村界を越えて内水浸水想定区域が広がっている場合や隣接する市町村に、より適切

な避難場所が存在するような場合には、隣接する市町村と連携を図り、市町村界を越えた範囲を

含む内水ハザードマップを作成することも検討することが望ましい。市町村界を越えた表示例を

以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－３３ 浸水想定区域及び避難場所に隣接自治体を含めた事例 

（出典：山形市洪水避難地図） 
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4.10 縮尺と形態 

内水ハザードマップは、住民への内水浸水想定区域の周知及び避難場所や避難経路等の地域

特性に応じた記載事項の判別に必要と考えられる縮尺と形態を有するよう検討する。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、表示された内水浸水想定区域が過去の浸水実績や地形等地域の浸水特

性に照らして容易にイメージすることができ、地形条件や建物位置等が判読できる縮尺（1/10,000

縮尺程度で、1/2,500 国土基本図を縮小編纂したものが望ましい。）とする。なお、背景地図の複

製・調製に当たっては、測量法、著作権法等関係法令に基づく諸手続が必要である。 

また、記載する情報の表示方法や情報量を考慮して、内水ハザードマップの形態を検討する。

主な内水ハザードマップの形態を表４－５に示す。 

内水ハザードマップには、タイトル、索引図（当該図の位置あるいは隣接図との接続関係を示

す図）、凡例及び作成時期を記載する必要がある。 

 

表４－５ 主な内水ハザードマップの形態 

形 態 概  要 備  考 

図面形式 A1～A0 程度の図面に情報

を記載したもの 

・記載可能な情報量が限られる場

合がある。 

冊子形式 

 

B5～A4 程度の冊子に情報

を記載したもの 

・図面縮尺が小さくなる場合や複

数枚の図面になる場合がある。

図面＋冊子 

形式 

A1～A0 程度の図面と B5～

A4 程度の冊子のセットに

情報を記載したもの 

・情報が分散する場合がある。 
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（タイトルの表示例） 

 

 

  （凡例の表示例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

○○市 内水ハザードマップ 
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4.11 住民等からの意見の反映 

内水ハザードマップの作成に当たっては、住民等の意見が反映されるよう努める。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、浸水等の情報を住民等にわかりやすく提供することにより、内水によ

る浸水被害を最小化することを主な目的として作成されるものであるが、内水による浸水は、河

川の堤防の決壊、河川から水があふれることによる浸水よりも発生頻度が高く、市民生活や企業

活動にとって密接な関わりを持っており、住民の関心も高い。そのため、内水ハザードマップの

作成に当たっては、作成時から積極的に住民等から意見の聴取を行うこと等によって、地域の実

情、過去の災害経験等、地域特性を内水ハザードマップに反映させるよう努める必要がある。 

そこで、内水ハザードマップの作成に当たっては、以下に示すような方法により、浸水実績や

避難経路、洪水予報や避難情報の伝達方法等について地域住民と行政、その他関係機関が協働し

て検討するなど、作成時から住民等からの意見の反映を行うことが望ましい。 

住民等が作成時から参画することによって、地域の浸水の実態等が内水ハザードマップにきめ

細かく反映されるだけでなく、作成に協力した住民等自身が、浸水に対する関心や意識が高まる

ことで、より一層、自助意識・防災意識を高めることになり、さらに内水ハザードマップが有効

に活用されることにもつながる。 

住民等からの意見の聴取方法の事例を以下に示す。 

  ・住民等に対するアンケートの実施や聞き取り調査 

  ・内水ハザードマップの作成に関する住民意見の公募 

  ・水防管理団体、地下街・ビル管理者、商店街組合、福祉関係者、自主防災組織、自治会の

代表者、ライフライン関係機関、鉄道、電話会社、警察等で構成される内水ハザードマッ

プ検討委員会での意見聴取 

  ・地域の実情や防災に詳しい学識経験者からの意見聴取 

  ・防災部局、都市計画部局等の関係部局との意見調整 
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4.12 他計画との整合 

内水ハザードマップに記載する項目の内容については、 関係部局が連携して市町村地域防災

計画等と整合を図る必要がある。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップに記載する項目の内容については、 関係部局が連携して市町村地域防災計

画において定められる避難場所等の避難に関する情報、自主防災組織あるいは地下街等の管理者

が作成する防災計画に記載される事項及び洪水や津波、高潮、土砂災害、地震、火山等の各種ハ

ザードマップの内容と整合を図る必要がある。 

（１）市町村地域防災計画との整合                            

市町村防災会議（設置しない市町村は当該市町村の長）は、防災基本計画に基づき市町村地

域防災計画を作成しなければならないが、その内容は以下のとおりである（災害対策基本法第

42 条第 2項）。 

① 当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体そ

の他防災上重要な施設の管理者の処理すべき事務又は業務の大綱 

② 当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練

その他の災害予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避

難、消火、水防、救難、救助、衛生その他の災害応急対策ならびに災害復旧に関する事項

別の計画 

③ 当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、

資金等の整備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 

④ 前各号に掲げるもののほか、当該市町村の地域に係る防災に関し市町村防災会議が必要と

認める事項 

市町村防災会議は、防災情報の収集及び伝達の計画、災害に関する予報又は警報の発令及び

伝達の計画、避難施設の整備に関する計画を市町村地域防災計画として作成することとなるた

め、内水ハザードマップに記載する項目の内容については、関係部局が連携し、これらの内容

と整合を図る必要がある。 

（２）自主防災組織等が定める計画との整合                        

災害対策基本法では、市町村長は自主防災組織の充実を図り（法第 5条第 2項）、国及び地方

公共団体は、自主防災組織の育成、ボランティアによる防災活動の環境の整備その他国民の自

発的な防災活動の促進に関する事項の実施に努めなければならない（法第 8条第 2項第 13 号）

と定められている。 

自主防災組織や地下街等の管理者により独自の防災計画が定められている場合は、これらと

の内容と整合を図る必要がある。 
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（３）洪水ハザードマップ等との整合                           

市町村防災会議は、水防法第 14 条第 1項の規定により浸水想定区域の指定があったときは、

市町村地域防災計画において、少なくとも当該浸水想定区域ごとに、次に掲げる事項について

定めるものとされている（水防法第 15 条第 1項）。 

① 洪水予報等の伝達方法 

② 避難場所その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項 

③ 浸水想定区域内に地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用す

る施設）又は主として高齢者、障害者、乳幼児その他の特に防災上の配慮を要する者が利

用する施設で当該施設の利用者の洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保する必要があると認

められるものがある場合にあっては、これらの名称及び所在地 

また、市町村長は、上記事項を住民に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配

布その他必要な措置を講じなければならないとされている（水防法第 15 条第 4項）。 

上記事項が記載された洪水ハザードマップが作成されている場合や、中央防災会議が作成す

る防災基本計画において整備を図るものとされている津波、高潮、土砂災害等のハザードマッ

プが作成されている場合には、その内容と整合を図るよう関係部局と連携を図る必要がある。 

さらに、特定都市河川浸水被害対策法により、都市浸水想定区域の指定が行われている場合

（特定都市河川浸水被害対策法第３２条）には、この区域との整合を図る必要がある。 
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図４－３４ 他計画との整合 

 

●浸水想定区域の指定（第 14 条第 1項） 

●市町村地域防災計画に浸水想定区域ごとに定める事項（第 15 条第 1項） 

洪水予報等の伝達方法 

避難場所その他円滑かつ迅速な避難確保に必要な事項 

浸水想定区域内の地下街等又は災害時要援護者施設の名称および所在地 

● 上記事項を住民に周知させるための印刷物の配布（第 15 条第 4項） 

   （洪水ハザードマップ）

水 防 法 

内 

水 

ハ 

ザ 

ー 

ド 

マ 

ッ 

プ 

●防災基本計画（第 34 条、第 35 条） 

  洪水 

  津波 

  高潮 

  土砂災害 

  地震 

  火山 

●市町村地域防災計画に定める事項（第 42 条第 2項） 

  公共的団体その他防災上重要な施設管理者の事務又は業務の大綱 

  防災施設、災害予防、情報収集および伝達、予報又は警報の発令および伝達、

避難その他災害応急対策、災害復旧の計画 

  災害に関する措置に要する施設等の整備、通信等に関する計画 

  防災に関し必要と認める事項 

●自主防災組織の充実（第５条２） 

災害対策基本法
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【作成事例】 

本手引きに基づいて作成した事例を以下に示すので、作成の参考とされたい。 

この作成例は、必要最小限の記載内容を例示したものであり、実際の作成に当たっては、地域

の実情に応じて創意工夫が必要である。なお、内水浸水想定区域や各種施設位置等については、

実際とは異なる。 

 

〈A4 三つ折〉 

（見開き）共通項目で構成 

4.4 浸水に関する情報 
（１）内水浸水想定区域図

4.4 浸水に関する情報 
（３）内水浸水想定区域設

定の対象降雨 

4.5 避難に関する情報 
（１）避難場所 

4.5 避難に関する情報 
（２）避難時危険箇所 
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4.4 浸水に関する情報 
（２）浸水シナリオ 

4.4 浸水に関する情報 
（５）最新の気象情報等の入手先

4.6 災害時活用情報 
（１）過去の浸水実績 

4.6 災害時活用情報 
（２）地下街、地下室

等の情報 

4.4 浸水に関する情報 
（４）放流先河川等の水

位条件 

4.6 災害時活用情報 
（５）ポンプ施設の情報

4.6 災害時活用情報 
（５）ポンプ施設の情報



 

 

 

第４章 内水ハザードマップの作成 

90 

 

 

 

（表・裏）地域項目で構成 

4.5 避難に関する情報 
（３）洪水予報、避難情報の伝達方法

4.5 避難に関する情報 
（４）避難勧告等に関する情報 

4.6 災害時活用情報 
（３）自助に関する事項 

4.7 災害予防情報 
（１）適正な土地利用への誘導 
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4.6 災害時活用情報 
（４）共助に関する情報

4.6 災害時活用情報 
（３）自助に関する事項 

4.7 災害予防情報 
（２）貯留・浸透施設の設置に関する事項 
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第５章 内水ハザードマップの公表・活用 

5.1 公表方法 

5.2 活用方法 
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5.1 公表方法 

内水ハザードマップの公表に当たっては、内水ハザードマップの意味、活用法の周知等

を積極的に図る必要があり、 内水ハザードマップが有効に活用されるよう公表の方法を十

分工夫する必要がある。 

 

【解 説】 

（１） 内水ハザードマップの公表・情報媒体 

 内水ハザードマップは、印刷物（紙媒体）として配布することを基本とするが、 いつでも内水

ハザードマップの閲覧が可能となるようインターネットや携帯端末（電子媒体）を利用した提供

についても検討する必要がある。なお、電子媒体による公表を行う場合には、高齢者等のインタ

ーネット未利用者の利活用にも配慮すること。 

また、内水ハザードマップを効果的に周知するためには、多数の人が利用して目にする機会の

多い場所（町内会掲示板、集会所、郵便局、コンビニエンスストア、スーパー等）への掲示や設

置、あるいは地域で利用頻度の高い配布物を利用した広報（広報誌、新聞、電話帳等）や通信機

関（テレビ、ラジオ、有線放送等）による広報などあらゆるメディアを積極的に活用することが

望ましい。 

（２） 内水ハザードマップの配布対象 

 内水ハザードマップは、原則として、市町村内の全世帯に配布するものとする。また、市町村

内の公共施設等（災害時要援護者関連施設、学校、医療機関、ライフライン機関、地下街管理者、

建設業者、不動産関係者等）に対しても配布することが必要である。 

 なお、外国人の居住者が多い場合には、内水ハザードマップの外国語併記や外国人を対象とし

た説明会を開催することも検討する。 

 （３） 内水ハザードマップの配布方法 

内水ハザードマップの配布は、 市町村内で既に整備されている各世帯及び関係機関への配布の

仕組みの活用により、確実かつ迅速に行う。また、 市町村の窓口での配布により転入者へも確実

に配布する必要がある。その他、地域のイベント（自主避難訓練、祭り等）を通じての配布など

幅広く検討する。 
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（http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/publicate/index.html） 

図５－１  インターネットでの公表例  （出典：国土交通省ホームページ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２  集会所での掲示例  （出典：山形市洪水避難地図概要書） 
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図５－３  広報誌への掲載例  （出典：神戸市広報こうべ） 
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5.2 活用方法 

住民の自助を促進するためには、公表するだけでなく、水害に関する知識や情報を住民が住

民自身のリスクとして認識することが重要であることから、継続的に内水ハザードマップの普

及及び理解の促進に努め、活用を図るものとする。 

内水ハザードマップは、一定の仮定に基づいた浸水シナリオにより発生する浸水想定区域を

示したものであるため、実際の浸水発生現象とは異なる場合がある。そこで、実際の浸水発生

時には、住民に対してリアルタイムで情報提供を行い、その時点で住民に求めるべき自助活動

を的確に誘導することが重要である。なお、内水による浸水被害は比較的短時間で発生するこ

とも多いため、住民自身で自助活動の判断が必要となる場合もあることに留意しておく必要が

ある。 

内水ハザードマップの公表に当たって、洪水ハザードマップ等が既に公表、あるいは今後公

表が予定されている場合には、それぞれが想定する浸水シナリオの相違点あるいは関連性につ

いて住民に十分理解され、かつ、それぞれが適正に活用されるよう、公表方法について関係部

局と十分に連携を図る必要がある。 

 

【解 説】 

（１） 住民の理解を深めるための取り組み                        

内水ハザードマップの公表に当たっては、以下に示すような様々な機会を通して、継続的に内

水ハザードマップの普及及び住民の理解の促進に努める必要がある。 

・市町村職員対象説明会の開催 

・住民説明会の開催 

・地下街・ビル管理者、商店街組合、福祉関係者への説明会の開催 

・自主避難訓練での活用 

・水害に関する副読本やビデオ等での活用 

・小学校での総合学習等での活用 

・現場見学会や施設見学会での活用 

・出前講座での活用 

これらは、降雨によって時系列的に発生する浸水に対する理解を深めるために、洪水ハザード

マップと連携して実施することが望ましい。特に、内水及び洪水の浸水想定区域内の住民に対し

ては、内水と洪水の発生メカニズム、氾濫水の持つエネルギー、想定される浸水深に応じて求め

られる自助（水防活動や避難等）等の違いについて十分説明を行い、理解を得ておくことが重要

である。 

また、内水や洪水のハザードマップに示される浸水想定区域図で、自分の家がほとんど浸水し

ない場合や、逆に浸水深が非常に大きくなる場合には、当該住民の意識が薄れることがあるため、
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説明に当たっては、水害の当事者としての意識の醸成を図る必要がある。なお時間の経過ととも

に、住民の意識が希薄にならないよう、広報等を通じて一定期間ごとに継続的に説明の機会を設

けることが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－４  市町村職員説明会の事例   

（出典：山形市洪水避難地図概要書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－５  いきいきサロンでの高齢者対象説明会事例   

（出典：山形市洪水避難地図概要書） 



 

 

 

第５章 内水ハザードマップの公表・活用 

98 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－６  水害に関するビデオ  （出典：（社）日本損害保険協会） 

※ビデオは㈳日本損害保険協会において貸出しのみの取扱い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－７  総合学習用教材  （出典：山形市洪水避難地図） 
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（２）内水ハザードマップの浸水シナリオとリアルタイム情報提供の促進          

 内水ハザードマップで取り扱う浸水シナリオは、「1.3 適用範囲」【解 説】に示すとおりであ

るが、実際の浸水現象は、時間の経過とともに、河川の堤防の決壊や河川からあふれた水による

氾濫により発生した浸水被害に移行する場合もあり、複雑に変化することに留意する必要がある。 

また、降雨情報や幹線水位情報、浸水に関する情報をリアルタイムに住民に提供することによ

って、住民に求めるべき自助対策を的確に指導することが重要である。なお、内水による浸水被

害は比較的短時間で発生することも多いため、行政と住民との対話によって、適切な情報の収集、

提供を促進するとともに、住民自身で自助活動の判断が必要となる場合もあることに留意してお

く必要がある。 

なお、住民等へのリアルタイム情報提供に関し、インターネットや携帯端末等は有効なツール

であるものの、高齢者等の利活用にも配慮し、従来のアナログ的な情報提供方法も合わせて活用

することが必要である。 

 

   【ＰＣ版】        【モバイル版】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページアドレス：http://navi.city.minato.tokyo.jp/suii_uryo/ 

図５－８ 水位・雨量情報（出典：港区ホームページ） 
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（３）他のハザードマップの公表                             

内水ハザードマップの公表に当たっては、洪水ハザードマップや津波・高潮ハザードマップ等

が既に公表、あるいは今後、公表が予定されている場合には、内水ハザードマップで扱う浸水シ

ナリオと他のハザードマップで扱う浸水シナリオの相違点を住民に十分理解され、かつ、適正に

活用されるよう留意する必要がある。例えば、河川からの堤防の決壊や河川からあふれた水によ

る氾濫の発生条件となる対象降雨としては、水防法第 14 条の規定に基づく浸水想定区域では、「当

該河川の洪水防御に関する計画の基本となる降雨」であること等をわかりやすく説明する必要が

ある。 

また、内水ハザードマップの公表に当たっては、その他のハザードマップで扱う浸水シナリオ

との相違点や地域ごとの浸水シナリオに関する特徴、浸水シナリオの移行に合わせた各ハザード

マップの活用方法について関係部局と連携を図りながら整理し、住民に適正に活用されるよう努

める必要がある。 

特に、洪水ハザードマップが今後作成又は更新が予定されている場合には、以下に示す大阪市

の事例のように、防災部局、河川部局等と連携を図り、水防法第 14 条に基づく浸水想定区域図と

内水浸水想定区域図を併記し、避難に関する情報等と合わせて１つのハザードマップとして一体

的に作成及び公表することが望ましい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図５－９  内水と堤防の決壊、河川からあふれた水による氾濫の両方の浸水想定区域を表

示した事例（出典：大阪市－津波・水害から命を守るために－防災マップ） 
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6.1 内水ハザードマップの見直し 
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6.1 内水ハザードマップの見直し 

内水ハザードマップの見直しは、内水浸水想定区域の変更やその他記載内容の変更状況等を

考慮して、適切に行う。 

 

【解 説】 

内水ハザードマップは、内水ハザードマップ作成の基本方針（「2. 内水ハザードマップ作成の

基本方針の検討」参照）に基づき、内水浸水想定区域の変更等、浸水情報の基礎資料が修正され

た場合や、避難場所の新設・変更等市町村地域防災計画が修正された場合、あるいは、これらの

内容に変更が無くても、住民への周知や実際の浸水時での活用の段階で改善する必要が生じた場

合など、適宜見直しを行う必要がある。そのため、降雨、水路等の水位情報等に関するデータの

充実を図るとともに、見直しの必要性の有無、見直しの要因となる事柄の発生の有無について定

期的に確認する必要がある。また、時間的な制約から、地形情報や浸水実績を活用した内水浸水

想定手法により、内水浸水実績区域図を作成して内水ハザードマップを作成している場合には、

見直しの際に内水浸水想定手法の妥当性について検討する必要がある。 

見直しに当たっては、洪水ハザードマップ等の他のハザードマップの作成及び見直しの予定等

を勘案し、住民にとって、より理解・活用されるよう関係部局と連携を図りながら、それぞれの

ハザードマップを一体的に作成及び公表を行うことが望ましい。 

なお、見直しを行った場合には、改めて住民への周知を図る必要がある。内水ハザードマップ

は、作成時点の下水道整備状況における内水浸水想定区域を表示するものであるが、見直しの際

の住民への周知に当たっては、既存の内水ハザードマップ作成時点からの下水道整備進捗に伴う

事業効果（内水浸水想定区域の減少、浸水深の減少、浸水時間の短縮等）の説明や将来計画に基

づく事業効果の説明を加えることも効果的である。 
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〔内水ハザードマップ作成に参考となる図書等〕 

浸水想定について 

■流出解析モデル利活用マニュアル、2006 年 3 月、（財）下水道新技術推進機構 

http://www.jiwet.or.jp/ 

■都市域氾濫解析モデル活用ガイドライン（案）－都市浸水－、平成 16 年 11 月、国土技術政策総合研究

所水害研究室 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/tnn/tnn0202.htm 

■氾濫シミュレーション・マニュアル（案）、平成 8年 2月、建設省土木研究所 

http://www.nilim.go.jp/lab/rcg/newhp/seika.files/doken/95.html 

■浸水想定区域図作成マニュアル、平成 17 年 6 月、国土交通省河川局治水課 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/index.html 

■解説・特定都市河川浸水被害対策法施行に関するガイドライン、平成 17 年 3 月、（財）国土技術研究セ

ンター 

http://www.jice.or.jp/siryo/index.html 

■浸水想定区域図データ電子化ガイドライン、平成 18 年 3 月、国土交通省河川局 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/index.html#bousai 

■浸水想定区域図データ電子化用ツール操作マニュアル、平成 18 年 9 月、国土交通省河川局 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/index.html#bousai 

ハザードマップについて 

■洪水ハザードマップ作成の手引き、平成 17 年 6 月、国土交通省河川局治水課 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/index.html 

■津波・高潮ハザードマップマニュアル、平成 17 年 6 月、内閣府政策統括官(防災担当)他 

http://www.mlit.go.jp/kowan/index.html 

■都市における浸水対策の新たな展開、平成 17 年 7 月、下水道政策研究会浸水対策小委員会 

http://www.mlit.go.jp/kisha/kisha05/04/040722_.html 

■国土交通省 ハザードマップポータルサイト 

http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/index.html 

避難について 

■集中豪雨時等における情報伝達および高齢者等の避難支援に関する検討報告、平成 17 年 3 月、内閣府

政策統括官(防災担当) 

http://www.bousai.go.jp/chubou/12/ 

■避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン、平成 17 年 3 月、集中豪雨等における情報伝達

及び高齢者等の避難支援に関する検討会 

http://www.bousai.go.jp/3oukyutaisaku/hinan_kankoku.html 
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■災害時要援護者の避難支援ガイドライン、平成 18 年 3 月、災害時要援護者の避難対策に関する検討会

http://www.bousai.go.jp/hinan_kentou/060328/index.html 

地下空間における浸水対策について 

■地下空間における浸水対策ガイドライン、地下空間における浸水対策検討委員会 

http://www.mlit.go.jp/river/basic_info/jigyo_keikaku/saigai/tisiki/chika/index.html 

■地下街等浸水時避難計画策定の手引き（案）、平成 16 年 5 月、（財）日本建築防災協会 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/saigai/tisiki/sinsui_tebiki/index.html
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